
 

231,065

成果に係る評価

　受賞者に対し、その功績を讃えることにより、市政の振興と市政への参加意識の高揚が期待できるこ
とから、今後も継続して実施する必要がある。
　候補者の推薦にあたっては、受賞分野の固定化がみられることから、広く掘り起こしを図るため、引
き続き市報やホームページでの周知、庁内各課への通知をしていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

260,000 231,065

表彰式出席者数 60名 39名 60名 46名

83名 129名 120名 81名

65名成　　　　果

　市政のために尽力された方々を表彰し、その功績を讃え、広く市民に知らせることにより、受賞者の
さらなる活躍が期待できるとともに、市民の市政への参加意識の高揚に寄与することができた。

年度別取組実績 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

市政功労者推薦者数 128名

市政功労者決定者数 102名 74名 110名 104名

38名

取　組　実　績

1　市政功労表彰候補者の推薦依頼

　市報・ホームページによる市民への周知及び各課への通知により、市政の発展に功績のある方の推
薦を依頼し、72名・9団体の推薦があった。

2　推薦委員会及び審査委員会の開催

　市政功労表彰候補者として推薦された方々を、市民の方々で構成する推薦委員会及び部長等の市職
員で構成する審査委員会で審査し、56名・9団体の市政功労者を決定した。

3　表彰式の開催

　(1)　市政功労者として決定された方々に表彰状及び記念品を授与するため、表彰式を開催した。
　　　 日　　時：令和3年11月23日(火)　午後2時から
　　　 場　　所：マルホンまきあーとテラス　大ホール
　　　 出席者数：個人32名・6団体

　(2)　表彰式及び受賞者を、市報・地元新聞で周知した。

実施計画
掲載ページ

事　業　名 市政功労者表彰

目的及び事業内容

　市の行政、経済、文化、社会その他各般にわたって市政の振興に寄与し、又は市民の模範と認められ
る善行があった個人・団体を表彰し、その功績を讃える。
　・市政功労表彰候補者の推薦依頼
　・推薦委員会及び審査委員会の開催
　・表彰式の開催

担　当　課 総務部秘書広報課 中　事　業 功労者表彰・礼遇者関係費

予
算
科
目

目 一般管理費 (  )

1 項 総務管理費 第  節

2 款 総務費
総
合
計
画

第  章

1
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1　市政提案、陳情・要望、苦情

2　パブリックコメント・・・9件の計画に対する意見募集

4　まちづくり懇談会・・・1回実施

5　動く市長室・・・4総合支所実施（河北・河南は感染症拡大のため中止）

6　市民意識調査・・・無作為抽出した2,700人へ調査を実施（実施期間：令和3年7月9日～7月30日）

調査内容（1）市政への関心（2）復旧・復興事業（3）ＳＤＧｓ（4）石巻市での居住

（5）地域の自治会活動（6）男女共同参画社会（7）環境

（8）人生の最終段階における医療や介護（9）地域福祉

（10）子どもの居場所づくり（11）運動・スポーツ（12）デジタル社会

●市政提案 ●陳情・要望 ●苦情 ●パブリックコメント

●まちづくり懇談会・動く市長室

●市民意識調査

1,728,512

成果に係る評価

　令和3年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により休止を余儀なくされる事業があった。
　一方で、震災以降休止していた動く市長室を再開し、市民にとって、市政をより身近に感じていただ
くとともに、問題点は速やかに対応するよう関係課に情報提供した。
　広く市民の意見を聴くための広聴事業は、市民ニーズを把握し、信頼関係を築きながら協働のまちづ
くりを行う上で重要なツールとなることから継続して実施する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,732,000 1,728,512

12項目 2,700人 1,158件 42.9％

参加者数
目標値 まちづくり懇談会 動く市長室

調査 調査対象者 回収数 回収率

合計 達成率

150人 7人 53人 60人 40.0％

まちづくり懇談会 動く市長室 合計 達成率

8回 1回 4回 5回 62.5％

取　組　実　績

3　市政教室・・・新型コロナウイルス感染症拡大のため定期開催は休止し、申込のあった1団体（参加
　　　　　　　　 者14人）のみ実施

成　　　　果

　市民からの市政提案、陳情・要望及び苦情については、市の窓口として取りまとめを行い、関係各課
と情報共有を図り、市の考え方や対応方法を担当課または市長から市民へ伝えたことにより、市民が市
政をより身近なものに感じ、また、市政への関心を高めることができた。
　パブリックコメントについては、市の計画に対する意見を募集し、各計画策定の参考とした。
　まちづくり懇談会、動く市長室については、市長が各地区へ出向き、市民から直接意見や要望を聴く
ことができた。但し、動く市長室については、感染症拡大の影響により、2総合支所は中止した。
　市民意識調査については、回答を分析し、今後の市政運営の指標として反映することができた。

件数 件数 件数 計画 意見件数

88件 67件 218件 9件 72件

実施回数
目標値

実施計画
掲載ページ

Ｐ19 事　業　名 広聴事業

目的及び事業内容

　より良いまちづくりを目指し、市民からの意見・提案を市政に反映するため、市政提案、陳情・要望
及び苦情の受け付け、パブリックコメント、市政教室、まちづくり懇談会、動く市長室、市民意識調査
の広聴事業を実施する。

担　当　課 総務部秘書広報課 中　事　業 広聴事業関係費

予
算
科
目

目 一般管理費 ( 1 )

市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち

1 項 総務管理費 第 1 節 市民に寄り添い信頼される行政運営の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 6 章

1 多様な市民ニーズの把握に努める
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その他 一般財源

2,701,400 2,231,306 153,400 2,077,906

成果に係る評価

情報公開の推進については、公文書開示請求において、情報公開条例や判例等を踏まえながら、保護
される利益と公益上の必要性とを個別具体的に比較検討し、統一的な判断基準に基づき、迅速かつ適切
な情報公開事務に努めることができた。今後も、市民に必要な情報を公正かつ正確に伝え、市民と行政
との信頼関係を深めていく。

個人情報の適切な取扱いについては、令和3年度、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備
に関する法律の公布により、本市個人情報保護条例等の一部改正を行い、デジタル社会の形成に向けた
所要の整備を行うことで、より適切な個人情報の保護が図られており、引き続き、個人の権利利益が侵
害されることのないよう、個人情報保護条例を遵守し、適正な管理に努めていくことが重要である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

1,003件 961件 (464件) 42件

成　　　　果

1　情報公開

　公文書の開示については、迅速かつ適切に行うとともに、情報公開制度の適正な運営に努め、情
報公開の推進に取り組むことができた。請求件数は114件であり前年度と同程度であった。また、情
報公開コーナーの利用状況は、全体で1,003件（行政資料等の閲覧が961件、その他相談等が42件）
あり、前年度から約400件程度増加しており、市民に対する情報提供を円滑に行うことができた。

2　個人情報保護

　個人の権利利益の侵害の防止を図り、個人の人格と尊厳の尊重に寄与した。自己情報を求める権
利を保障するとともに、個人の権利利益を保護し、より適切な個人情報保護制度の運用を図ること
ができた。また、本市個人情報保護条例について、用語の定義の明確化等の一部改正を行い、より
適切な個人情報保護制度の運用に努めた。

取　組　実　績

1　開示請求の決定状況

開示請求件数
請求に対する決定等

開示 一部開示 不開示 不存在 その他 取下

0件 0件 0件 0件 0件

4　情報公開コーナーの利用状況

利用件数
利用件数の内訳

行政資料等の閲覧  （うち行政資料等の複写） その他相談等

0件 0件 0件 0件

3　情報公開・個人情報保護審査会の開催状況

　令和3年度においては、審査請求等の諮問案件に係る会議の開催はなかったが、法改正に伴う個人
情報保護条例の一部改正について意見を聴くため、審査会を1回開催した。

2　審査請求の状況

審査請
求件数

諮問 答申
審査請求に対する決定 次年度

繰越し取下 認容 一部認容 棄却 却下

0件 2件

個人情報 28件 9件 16件 0件 3件 0件

情報公開 114件 42件 65件 0件 5件

0件

担　当　課 総務部総務課 中　事　業 情報公開推進費

予
算
科
目

市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち

1 項 総務管理費 第 1 節 市民に寄り添い信頼される行政運営の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 6 章

1 目 一般管理費 ( 3 )

実施計画
掲載ページ

事　業　名 情報公開・個人情報保護事業

目的及び事業内容

1　情 報  公 開　 市民の市政について知る権利を保障するとともに、情報の一層の公開を図る。
2　個人情報保護　 本市の保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止を求める権利を明らかにすると
　　　　　　　　ともに、個人情報の適正な取扱いを確保する。
3  審　 査 　会　 開示決定等に対し審査請求があった場合は、第三者機関である審査会が公平な立場
　　　　　　　　から調査審議し、開示請求者の権利救済を図るとともに、情報公開・個人情報保護制
　　　　　　　　度の運用に関する重要事項について調査審議し、制度の充実・改善を図る。

情報公開等による透明性の確保を推進する
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1 「市報いしのまき」発行事業

　(1)発行：12回（毎月1日発行）

　(2)部数：月63,000部

　(3)紙面：全16ページ

　(4)配布：全戸配布

　(5)主な内容

・市の財政状況　・各種イベント情報

・各種行政情報　・施政方針　・まちの話題　・休日等救急当番医

・子育て支援情報　・各種健診　・文化スポーツ行事　・各種事業の募集

※実績値は市民意識調査結果によるもの。市報に関する調査は隔年実施のため、令和4年度に調査予定。

成果に係る評価

　市報は、市民への情報発信には欠かせないものであり、市政への理解を得る有用なツールである。
　今後も、市民目線に立った魅力ある紙面づくりや文章の簡潔さなどを研究・検討し、閲読率の向上に
努める必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

20,000,000 19,272,000 33,000

95.5％

Ｒ2 85.0％ 80.9％ 95.2％

85.0％ 81.2％

19,239,000

取　組　実　績

　毎月市報を発行し、市の施策、行政情報、各種お知らせ、催事、文化スポーツ行事、各種事業の募
集、子育て支援情報及び健診のお知らせなど多くの情報を掲載し、市民へ情報提供を行った。

成　　　　果

　各種行政情報について、市報に掲載し全戸配布することで、市民へ必要な情報を提供することができ
た。
　各課から寄せられる掲載記事を分野ごとに整理した上で紙面上のレイアウトを工夫したほか、携帯端
末からも気軽に情報の取得・申込みができるようＱＲコードを掲載し、利便性の向上を図った。

区分
成果指標　 【広報紙閲読割合】

達成率
目標値 実績値

Ｈ28 85.0％ 82.5％ 97.1％

Ｈ30

実施計画
掲載ページ

Ｐ19 事　業　名 「市報いしのまき」発行事業

目的及び事業内容

　行政情報を広く市民に周知する手段として市報を作成し、市民の市政への関心を高め、市政に対する
理解と協力を得るため毎月発行する。

担　当　課 総務部秘書広報課 中　事　業 広報活動費

予
算
科
目

目 文書広報費 ( 2 )

市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち

1 項 総務管理費 第 1 節 市民に寄り添い信頼される行政運営の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 6 章

2 市民の関心を高める情報発信を推進する

- 4 -

12,318,321

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

41,279,000 24,353,177 12,034,856

コミュニケーション
ロボットＡＴＯＭ

高齢者宅へ配置し外出機会の創出とコミュニティの活性化を図った。

ハイブリッドリユース 地元事業者1社が参加し、カート組立の専門的な技術等を学んだ。

成果に係る評価

　幅広い年齢層、業種の人たちがＳＤＧｓに触れる機会を設け、ＳＤＧｓの普及啓発を図ったことで、
令和3年度の市民意識調査によるＳＤＧｓ認知度が59.4％となり、前年比32.9％増加したが、主婦層で
は認知度が低かったことから、令和4年度は主婦層を主なターゲットにした普及啓発を行っていく。
　また、グリーンスローモビリティ活用事業においては、新型コロナウィルス感染症拡大の影響によ
り、電動カートの製造に遅延が生じ、新たにカートを導入することはできなかったが、地域住民の買物
支援や通院等で活用することにより、外出機会の創出による孤立防止及びコミュニティの活性化を図る
ことができた。
　市民一人ひとりが持続可能なまちづくりについて考え、携わることにより、活力ある地域社会の実現
が可能になることから、今後も現状に即した事業を推進していく。

太陽光充電ステーション 新たに設置することで100％自然エネルギーの活用を図った。

様々な業種の団体が登録して取組を発信したほか、パートナー向けセミ
ナーも開催したことで、多方面へのＳＤＧｓ推進の啓発につながった。

ＳＤＧｓ学習アプリ
アプリ内にＳＤＧｓに関するマンガや動画、クイズを展示することで、
アプリ利用者はＳＤＧｓに関する知識を深めることができた。

ＳＤＧｓ　ＷＥＥＫ
小学校の取組発表や年長児のＳＤＧｓぬり絵展示、グリーンスローモビ
リティの試乗等を行い、幅広い年齢層へＳＤＧｓを普及啓発できた。

ＳＤＧｓシンポジウム
圏域3首長がＳＤＧｓ推進宣言を行った。また、高校生の司会やコンソー
シアムの取組発表等、様々な団体が参加し、石巻の取組を発信した。

2　グリーンスローモビリティ活用事業

区分 Ｒ3実績

グリーンスローモビリティ
新蛇田地区（のぞみ野地区）で運用し、高齢者の外出機会の一助と
なった。

　(2)太陽光充電ステーション…新たに1基を新蛇田地区（あゆみ野地区）に設置した。

　(3)コミュニケーションロボットＡＴＯＭ…新たな活用法を模索しながら、高齢者世帯に配置した。

　(4)ハイブリッドリユース…カート組立にかかる技術指導研修会を開催した。

成　　　　果

1　ＳＤＧｓ普及啓発事業

区分 Ｒ3実績

職員研修 9回開催、約420名が受講し、ＳＤＧｓの基礎を学んだ。

いしのまきＳＤＧｓ
パートナー制度

取　組　実　績

  石巻市ＳＤＧｓ未来都市計画に基づき、ＳＤＧｓ達成に資する先進的、かつ、経済、社会、環境の三
側面をつなぐ統合的な取組やＳＤＧｓの普及啓発を実施した。

1　ＳＤＧｓ普及啓発事業

　(1)職員研修の実施…主に補佐級以下の職員を対象に9回開催（令和4年度までに全職員受講予定）

　(2)「いしのまきＳＤＧｓパートナー制度」の創設…約120の企業・団体が登録した。

　(3)ＳＤＧｓ学習アプリのリリース

　(4)イオンモール石巻と共催したイベント「ＳＤＧｓ　ＷＥＥＫ」を7日間開催

　(5)ＳＤＧｓシンポジウムの開催…オンラインで開催、動画配信により2,500回以上の視聴があった。

2　グリーンスローモビリティ活用事業

　(1)グリーンスローモビリティ…新蛇田地区（のぞみ野地区）において運用。延べ利用者数　152名

実施計画
掲載ページ

事　業　名 ＳＤＧｓ推進事業〔地方創生〕

目的及び事業内容

　経済・社会・環境の三側面を統合的に取り組み、地方創生の実現に資する持続可能なまちづくりを目
指すというＳＤＧｓの考えを原動力として、将来にわたって活力ある地域社会の実現を目指す。
1　ＳＤＧｓ普及啓発事業
2　グリーンスローモビリティ活用事業

担　当　課
復興企画部ＳＤＧｓ

移住定住推進課
中　事　業 ＳＤＧｓ推進関係費

予
算
科
目

目 企画費 ( 1 )

都市と自然が調和し快適とやすらぎが生まれるまち

1 項 総務管理費 第 3 節 安全安心な住環境と都市機能の整備の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 2 章

6 持続可能な生活基盤整備を推進する
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　　ア　受付期間　令和3年4月1日～令和3年6月30日

1　寄附受入実績

2　寄附充当事業

成果に係る評価

　本市の返礼品の魅力が最大限伝わるよう改善するとともに、新たなポータルサイトへの掲載を開始し
たことにより、前年度と比較して約1.5倍の寄附をいただくことができた。
　「がんばる石巻応援寄附」は、本市の各種事業実施のため欠かせない財源となっており、今後も継続
して寄附を受け付ける必要がある。
　今後は更なる寄附増額に向け、本市ふるさと納税の認知度向上に注力する必要があるため、返礼品
ページの作りこみや積極的な広告の利用を検討するとともに、ＳＮＳを活用して情報発信に努める。
　また、ふるさと納税の返礼品として登録できていない特産品をスカウトし、本市の特産品を網羅する
品ぞろえを目指す。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

344,994,000 330,567,942

25,932件 27,192件 42,978件

330,567,942

　「がんばる石巻応援寄附」は、一度基金として積み立てた後、各種事業に充当している。令和3年度
実施事業は令和元年10月から令和2年9月までにいただいた寄附金358,157,000円を活用した。

寄附金額 241,483,225円 253,931,245円 354,718,283円 357,365,754円

　　ア　受付期間　令和4年3月17日～令和4年3月31日

　　イ　実　　績　寄附件数：245件　　寄附金額：2,396,400円

4　広報

　メールマガジンの配信（2回）、ポータルサイトの特集への掲載（7回）、雑誌の特集への記事掲載
（2回）を実施したほか、公式ＬＩＮＥの運用を開始し、継続的な情報発信を行っている。

成　　　　果

　多くの方に寄附いただき、件数・金額ともに過去最高となり、初めて5億円を超えた。

年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

532,335,930円

Ｒ2 Ｒ3

寄附件数 17,731件 15,589件

　(3)　令和4年福島県沖地震災害支援寄附受付

取　組　実　績

1　寄附受付

　(1)　新規ポータルサイトとして令和3年9月10日にさとふる、10月1日にふるなびへ掲載開始し、寄附
　　　 を募集した。

　(2)　申込内訳：ふるさとチョイス26.1％、楽天ふるさと納税37.0％、ＡＮＡのふるさと納税3.2％、
　 　　 　　　　 さとふる26.6％、ふるなび4.9％、申込用紙2.2％

2　返礼品登録

　(1)　令和2年度まで返礼品登録の機会が限られていたことから、審査を簡素化した。返礼品の提案が
　　 あり次第随時審査を実施するよう変更し、寄附者へ常に新しい品を紹介できるようになった。

　(2)　令和3年7月から返礼品をリニューアルし内容の見直しやバリエーションの充実を図った。

　(3)　令和3年度末時点の返礼品は、寄附額5,000円～400,000円の264品。

　　　 ※返礼品は事業者都合等により随時内容変更、受付停止する。

3　災害支援寄附の受付・クラウドファンディングの実施

　(1)　令和3年福島県沖地震災害支援寄附受付

　　イ　実　　績　寄附件数：378件　　寄附金額：540,000円

　(2)　震災遺構（旧門脇小学校、旧大川小学校）の保存・運営のためのクラウドファンディング

　　ア　受付期間　令和3年4月1日～令和3年6月4日

　　イ　実　　績　寄附件数：367件　　寄附金額：3,046,000円

実施計画
掲載ページ

事　業　名 がんばる石巻応援寄附関係事業

目的及び事業内容

　自主財源を確保し、地域社会の発展につながる各種事業の実施を支えるため、「がんばる石巻応援寄
附」の名称で、ふるさと納税事業を実施する。また、寄附への返礼品として石巻市の特産品を送付する
ことで、寄附者への感謝の意を示すとともに、本市の魅力を伝え、市内事業者の販路拡大及び地域経済
の活性化を図る。

担　当　課
復興企画部ＳＤＧｓ

移住定住推進課
中　事　業 がんばる石巻応援寄附関係費

予
算
科
目

目 企画費 ( 4 )

市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち

1 項 総務管理費 第 2 節 持続可能な行財政運営の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 6 章

6 自主財源の安定的確保を図る
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21,300,945 12,388

成果に係る評価

　震災遺構大川小学校については、開場後、多くの方々が来訪しており、3月11日には、3,000人を超え
る方々に来ていただいた。
　震災遺構としてマスコミ等に多数取り上げられ語り部を行っている団体等の活動もあり、来訪者数
は、目標値を超えている。
　また、県内の震災伝承に携わる行政機関や関係団体との協議会等への参画により情報収集を図り、震
災伝承の取り組みを推進した。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

29,497,000 21,313,333

実施計画
掲載ページ

Ｐ7 事　業　名 震災伝承事業〔復興基金〕

目的及び事業内容

　東日本大震災の事象と教訓、復旧・復興への思いを後世に伝えるため、「震災遺構門脇小学校」及び
「震災遺構大川小学校」を開設し、震災伝承の取り組みを推進する。

取　組　実　績

　震災遺構大川小学校は、令和3年7月18日からオープンした。オープン後、直営により施設運営し、
ホームページの立ち上げや地元紙、情報誌等への記事掲載により施設の周知を図った。
　震災遺構門脇小学校及び大川小学校の施設運営について、指定管理候補者選定委員会を設置し、指定
管理制度の導入を行った。

成　　　　果

　来訪者の状況

【震災遺構大川小学校　Ｒ3年7月～】

年度 来訪者数 目標値

Ｒ3 49,245人 45,000人

※年間目標値60,000人

担　当　課 総務部震災伝承推進室 中　事　業 震災伝承関係費

予
算
科
目

目 企画費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 6 節 未来につなぐ震災伝承の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

6 震災伝承を推進する
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　地域課題の解決に向けた対策や地域資源の活用可能性などに関する次の研究を支援した。

1　植物系餌料による小型甲殻類増養殖研究

2　石巻地域原生生物の有用遺伝子探索に向けたＰＣＲ解析Ⅱ

3　持続可能な社会に貢献する次世代パワーデバイスの研究

4　配電線支持点の絶縁耐力向上による雷事故抑制効果に関する研究

5　石巻圏内における野生動物のロードキルの現状調査

6　石巻ＳＤＧｓモデル事業グリーンスローモビリティ研究

7　金華山沖合の底引き網で漁獲される低利用魚の脂質特性

8　地域特産オリーブを活用したオリーブ銀鮭の開発

10,000,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

10,000,000 10,000,000

Ｒ3 7件 8件 114％

成果に係る評価

　石巻専修大学との連携の強化、研究成果に伴う地域資源を活用した各種取組が具体化していくこと
で、地域産業等の活性化が期待できることから、引き続き本事業を継続していく必要がある。
　今後も、研究成果を効果的に活用するため、研究テーマの選定に当たっては、本市と石巻専修大学に
よるワーキンググループを開催し、地域課題に沿った研究テーマについて検討を行う。

取　組　実　績

成　　　　果

　限りある水産資源の有効活用や地域特産品を活かしたブランド化、高齢者等の移動手段確保に向けた
グリーンスローモビリティ、持続可能な社会に貢献する次世代パワーデバイス、石巻圏域でのロードキ
ルの現状調査など幅広いテーマの研究が進められ、地域資源の有効活用や地域課題、行政課題の解決の
ための一助となった。
　また、本事業による研究事業の取組により、石巻専修大学の研究活動の強化に資することができた。

区分
研究数

達成率
目標値 実績等

Ｒ1 7件 12件 171％

Ｒ2 7件 9件 129％

実施計画
掲載ページ

Ｐ20 事　業　名 石巻専修大学地域連携助成事業

目的及び事業内容

　大学が取り組む地域連携活動（市民向け開放講座を行う社会還元事業、石巻専修大学と石巻市による
地域連携事業）、教育研究活動事業（地域に関する研究を行う研究プロジェクト事業）を支援すること
により、官学合同で地域課題の解決を図り、地域社会の発展と人材の育成及び学術の振興に貢献する。

担　当　課 復興企画部政策企画課 中　事　業 地域活性化関係費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 3 )

多彩な人材が活躍し誇りと活気にあふれるまち

1 項 総務管理費 第 5 節 企業誘致の推進と新たな産業の創出

2 款 総務費
総
合
計
画

第 4 章

7 地域資源を活かした産業を強化する
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1,038,300

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

50件 859件 0人 6人

10,135,266 10,038,300 9,000,000

0人 1人 154件 169件

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

202件 378件

・石巻市市民公益活動団体……登録数　183団体（前年比7団体増）

成果に係る評価

　新型コロナウイルス感染症対策に伴う休館措置等の影響もあり、来館者数や会議室利用数が減少した
が、団体の設立や運営、イベント開催等を中心に相談件数が増加した。このことから、コロナ禍という
中にあっても、状況に適した形態で役割を果たせたものと考えている。
  団体からの相談等は今後も多数発生することが予想されることから、今後も事業を継続し、ＮＰＯの
育成・支援を行っていく。
　令和3年2月に発生した福島県沖地震により、現在、ＮＰＯ支援オフィスは石巻市総合体育館内に臨時
移動して運営を行っていることから、速やかに新しい移転先を決定する。

Ｒ3実績 1,180人

取　組　実　績

　ＮＰＯ支援を目的として活動している特定非営利活動法人いしのまきＮＰＯセンターに、石巻市ＮＰ
Ｏ支援オフィスの運営を委託し、利用者の様々なニーズに対応した。

1　施設管理業務
　(1)　会議室・ロッカー・メールボックスの貸し出し
　(2)　機器利用サービス（コピー機・簡易印刷機・パソコン等の貸し出し）
2　情報収集提供業務
　(1)　市民公益活動情報の収集・提供及び図書資料の管理・貸出
　(2)　情報掲示板・団体情報棚・オフィスホームページの管理
　(3)　機関紙、メールマガジン及びメーリングリストでの情報発信
　(4)　石巻かほく、石巻日日新聞、ラジオ石巻、市報いしのまきでの情報発信
3　研修・カウンセリング事業
　(1)　相談会等相談対応業務
4　登録団体実態調査事業
　(1)　登録団体実態調査及びヒアリング
5　協働推進コーディネート事業
　(1)　勉強会・懇談会等の開催支援
　(2)　団体設立支援業務

成　　　　果

・ＮＰＯ支援オフィス利用状況

区分 来館者数
会議室
利用数

相談件数
図　　書
閲覧者数

パソコン
利用者数

機　　器
利用者数

広報等
依頼数

Ｒ2実績 1,362人 97件 672件

実施計画
掲載ページ

事　業　名 ＮＰＯ支援推進事業

目的及び事業内容

　市民公益活動団体の活動支援の拠点として「石巻市ＮＰＯ支援オフィス」を設置し、市民公益活動団
体、市民、企業及び市の連携・交流の場所を提供することにより、ＮＰＯの育成・支援を図る。
1　ＮＰＯ支援オフィスの運営委託業務
2　情報収集提供事業
3　研修・カウンセリング事業
4　登録団体実態調査事業
5　協働推進コーディネート事業

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 市民協働推進費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 1 節 共生型社会に向けた地域コミュニティ活動活性化の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 コミュニティ活動の活性化を図る
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石巻市集会所建設費等補助金

計 27,620,462円 24,978,000円

成果に係る評価

　住民の連帯意識の醸成と自治意識の高揚を図るため、地域の集会所は、地域コミュニティを促進する
上で重要な施設である。
　施設整備を進めるために改築や修繕、集会施設のない地域での対応が必要であるが、各集会所の老朽
化に係る課題や建設費の上昇が続く中、近年では新型コロナウイルス感染症拡大の影響等から資材の急
激な高騰が起きていること、また、地域では人口減少、少子高齢化が進んでおり、地域コミュニティの
拠点整備に係る地元負担など今後についてもさまざまな課題が生じる恐れがあることから、多方面の動
向や地域の実情を考慮した制度の見直しの検討も含めて、補助金の交付を継続する必要がある。

成　　　　果

　地域住民によるコミュニティ活動の拠点となる集会所の建設等整備事業に対し、補助金を交付するこ
とで、住民の連帯意識の醸成と自治意識の高揚を図り、行政とのまちづくりを推進するうえでの環境整
備が図られた。

集会所名 事業区分 対象事業費 補助金額

棚橋会館 増築 1,538,702円 769,000円

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

24,978,000 24,978,000 20,400,000 4,578,000

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

浄化槽 1,700,556円 1,133,000円

吉野老人憩の家 修繕 1,243,000円 828,000円

大指林業センター 修繕 1,172,204円 781,000円

997,000円

北境集会所 新築 20,470,000円 20,470,000円

清水町一丁目集会所 修繕 1,496,000円

取　組　実　績

　集会所の新築及び改修に対して石巻市集会所建設費等補助金を交付した。

1　新築1件

　(1)　北境集会所

2　修繕3件

　(1)　清水町一丁目集会所（屋根、内壁等修繕）

　(2)　吉野老人憩の家（浄化槽修繕）

　(3)　大指林業センター（屋根、配管等修繕）

3　増築等1件

　(1)　棚橋会館（トイレ設置場増築、浄化槽設置）

実施計画
掲載ページ

Ｐ8 事　業　名 集会所建設費補助事業

目的及び事業内容

  町内会等が行う地域住民のための集会所の建設等整備事業に対して補助金を交付することにより、住
民の連帯意識の醸成と自治意識の高揚を図り、もって地域社会の健全な発展に資するため、集会所の新
築事業及び増築、改築、改装、修繕事業等に対し補助するもの。

担　当　課 市民生活部地域協働課 中　事　業 市民協働推進費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 1 節 共生型社会に向けた地域コミュニティ活動活性化の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 コミュニティ活動の活性化を図る
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助 No

2

3

4

5

8

9

12

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

3,627,000 3,196,000 3,196,000

成果に係る評価

 環境美化や震災伝承といった多岐に渡る分野の申請があったほか、青少年育成の分野で新規に申請が
出されるなど、より多様な分野での地域コミュニティ活性化や地域振興が図られている。また、前年度
同様、新型コロナウイルス感染症の状況に配慮し、市民審査員の募集は中止としたものの、審査会の動
画公開は継続した。
　令和2年度に対象事業を拡大する要綱改正を実施し、多様な団体が申請できるよう制度見直しを実施
したが、申請件数・活動実績件数ともに目標値を下回っている。また、旧石巻市エリアと総合支所エリ
アで申請件数に開きがあることから、総合支所エリアに対する広報活動の強化など、より事業周知を効
果的に実施する必要がある。

10 一般社団法人ISHINOMAKI2.0
石巻まちの本棚いしのまき本の教室
「地域で出版することと本の文化の醸成」

11 エイサー石巻
異文化伝統芸能（沖縄エイサー）による地域活性化事
業

河南鹿嶋ばやし保存会 河南鹿嶋ばやし伝承事業

13
すばらしい北北上運河沿線の自然環境
を守る協議会

すばらしい北北上運河沿線の自然環境美化活動

成　　　　果

7
石巻緑のハイキングロード管理運営協
議会

6 特定非営利活動法人こころの森
「石巻南浜復興祈念公園内への復興の花畑づくり」交
流事業

　事業の実施により、住民同士の交流が生まれ、地域コミュニティの活性化が図られたほか、震災の追
悼や伝承、地域の自然環境を守る活動等により、市民の連携の強化及び均衡ある地域振興が図られた。

団体の名称 事業の名称

1 一般社団法人フードバンクいしのまき
食品ロスの削減の推進「もったいない、をありがと
う！に」

石巻震災伝承の会 被災体験からつむぐ防災学習プログラム策定事業

石巻キャリア教育推進ネット

がんばろう！石巻の会 東日本大震災3.11のつどい.／周辺整備

石巻の文化と仕事を知ろう！

一般社団法人ふぁみりあ 運動遊び訪問教室・親子教室

NPO法人Switch 中卒進路未定者の再出発支援事業の強化

桃浦区 浜に彩りを（令和3年度）

石巻緑のハイキングロード及びツツジ園整備事業

取　組　実　績

　15団体より申請があり、一次審査及び公開プレゼンテーションによる審査の結果、13団体に助成金を
交付した。

目標値：申請件数18件、活動実施件数14件

1　新規助成団体数　3団体（本庁地区3件）

2　継続助成団体数 10団体（本庁地区9件、河南地区1件）

計　助成団体数　　13団体（本庁地区12件、河南地区1件）

実施計画
掲載ページ

Ｐ9 事　業　名 地域づくり基金助成事業

目的及び事業内容

　市民の連携強化及び均衡ある地域振興に資するため、行政との協働のまちづくりにより実施する事業
や地域コミュニティ活性化を図る事業に対し、限度額30万円を助成するもの。

担　当　課 市民生活部地域協働課 中　事　業 市民協働推進費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 1 節 共生型社会に向けた地域コミュニティ活動活性化の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 コミュニティ活動の活性化を図る

- 11 -



成果に係る評価

　新型コロナウイルス感染拡大により、対面でのイベント開催が難しい部分については、オンラインで
の対応等を実施し、参加者を増加させることができた。
　昨年度に比べて、多くのイベント等を実施することが出来たが、住民主体での活動となると未だ難し
い部分があるため、事業を継続し、地域の将来を担う人材の育成を行っていく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

34,991,000 33,696,300

33,696,300円

33,696,300

北上

被災元地利活用プロジェクトの企画と創立支援：9回
「住み続けられるまちづくり」のためのＳＤＧｓ啓発推進活動：5回
震災後の新たな居住区や組織体における地域自治力の強化支援：6回
地域行事及び復興イベント等の開催支援：5回
北上地域の情報発信及び広報：10回　ほか

3人

成　　　　果

地区 成　果

中央
大川伝承の会語り部案内窓口調整件数：248件
震災伝承プログラムの実施：80件
南浜復興祈念公園市民活動拠点訪問者：35,530名　ほか

雄勝

地域活性化活動への支援（イベント協力）：15回
観光ＰＲや地域活動ＰＲの実践：7回
地域コミュニティ活動支援：18回
道の駅ＰＲ活動支援　季刊誌「おがつニュース」（硯上の里）発行：4回　ほか

12,444,300円

・地域活性化活動への支援（イベント協力）
・観光ＰＲや地域活動ＰＲの実践
・地域コミュニティ活動支援
・道の駅ＰＲ活動支援　季刊誌「硯上の里」発行：4回　ほか

北上 2人 8,602,000円

・被災元地の利活用
・「住み続けられるまちづくり」のためのＳＤＧｓ啓発推進
　活動
・北上地域の活性化支援
・北上地域の情報発信及び広報：10回　ほか

12,650,000円

計

・市民が主体となった震災伝承活動の支援
・市民参加による震災伝承プログラムの実施
・石巻南浜津波復興祈念公園「参加型維持管理運営」検討協
　議会や地域団体との調整　ほか

実施計画
掲載ページ

事　業　名 復興応援隊設置事業

目的及び事業内容

　被災地の自治機能回復と持続可能な地域コミュニティの構築を長期的視野に入れ、マンパワー不足の
解消と地域の将来を担う人材の育成を行い、被災地の地域づくりを目的とした住民主体の地域活動を促
進するため、一定期間、地域住民の活動を支援する。

取　組　実　績

 令和3年度復興応援隊設置事業委託契約額等

地区 隊員数 契約額 内容

雄勝 3人

中央

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 行政推進費

予
算
科
目

目 地域振興費 (  )

1 項 総務管理費 第  節

2 款 総務費
総
合
計
画

第  章

7
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予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,989,000 1,988,525 1,988,525

取　組　実　績

　広渕町下自治会及び当該自治会区域内の広渕復興公営住宅居住者の融和支援を実施した。

1　活動実績
　(1)　自治会の現状把握、意向確認及び機運の醸成
　　　 役員会等へ出席、自治会会長・役員へヒアリングによる現状把握、自治会の意向確認・調整
　　　 復興公営住宅入居者の加入促進に向けた取組みの実施、融和に向けた機運醸成
　(2)　復興公営住宅入居者の意向確認及び機運醸成
　　　 役員会等への出席、団地会長・役員へのヒアリングによる現状把握、
　　　 自治会加入に向けた課題の洗い出し及び課題解決のための取組みの実施
　(3)　自治会と復興公営住宅入居者の融和支援
　　　 融和に向けた課題の整理・計画の作成、自治会イベントの運営支援及び復興公営住宅入居者
　　　 の参加に向けた調整、自治会の運営体制の構築支援
　(4)　復興公営住宅入居者の自治会加入のため、自治会加入の可否を選択可能な環境づくり
　　　 加入者が自治会と連携しやすい仕組みづくり

成　　　　果

　令和2年度から引き続き、自治会及び復興公営住宅団地会との会長・役員間の意見交換やヒアリン
グなどを実施し、融和に向けた情報共有を図った。
　新型コロナウイルス感染症の状況を考慮しての事業運営となったものの、自治会の活動を知らせる
広報紙の作成や、自治会費など自治会加入にあたっての諸条件を知らせる説明会を復興公営住宅入居
者向けに実施し、よりスムーズな融和が図られるよう対応した。
　結果的に、全32世帯中6世帯が加入の意向を表明し、自治会側も受け入れに前向きに取り組むとの
回答を得られた。また、自治会及び団地会の両会長から引き続き融和に向けたコミュニケーションを
継続する旨の意思表明がなされた。

成果に係る評価

　地域自治会と復興公営住宅団地会の融和支援については、一定の成果が図られたものの、事業継続に
向けて、他地区の復興公営住宅団地会が自治会に未加入となっている自治会に対し、事業受入の意向を
確認したところ、独自に運営を行っている等、あえて融和を希望する自治会がなく、事業受入先がな
かったことから、事業終了とする。

実施計画
掲載ページ

Ｐ9 事　業　名 地域活動サポート事業

目的及び事業内容

　復興公営住宅入居者とその周辺に住む地域住民との融和を図ることで、当該自治会が自立して、地域
住民のニーズにあった魅力ある活動を継続して行える運営体制の構築のための支援を行う。

担　当　課 市民生活部地域協働課 中　事　業 行政推進費

予
算
科
目

目 地域振興費 (  )

1 項 総務管理費 第  節

2 款 総務費
総
合
計
画

第  章

7
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その他 一般財源

5,000,000 4,030,054 3,000,000 1,030,054

成果に係る評価

　東日本大震災の影響により地域住民が主体となって実施するコミュニティ活動の促進に必要な行事等
が減少したことから、自治会に対して地域コミュニティの形成、促進を図るイベント等の事業を行う場
合、平成24年度からコミュニティ形成支援補助金を交付している。
　近年は、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、自治会等でのイベント開催を自粛している状況に
あり、交付件数は減少しているが、当該補助金は、震災後のコミュニティ形成を目的としており、震災
から10年が経過し、当初の目的はおおむね達成していると思料されるため、今後の在り方について制度
の見直しの検討が必要である。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

計 168 162 41 51 4,030,054円

牡鹿 4 4 0 1 97,635円

北上 3 6 3 3 277,635円

桃生 7 9 0 0 0円

7 463,180円

0円

雄勝 4 1 1 1 51,604円

成　　　　果

　令和2年度以降、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、自治会等でのイベント開催の自粛などに
より、交付件数は令和元年度と比較し、大きく減少している状況にあるが、コミュニティ形成支援事業
の実施により、住民主体の地域活動の実施を支援することで、自治会等を主体とした住民同士の交流活
動が行われ、地域のコミュニティの促進が図られている。

地区名

補助金交付件数
（単位：件） Ｒ3

補助金交付額
Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

石巻 102 94 29 39 3,140,000円

河北 17 17 1 0

河南 31 31 7

取　組　実　績

　自治会等が主体となり実施した交流イベント等に対し助成を行った。

　コミュニティ形成支援補助金

　(1)　対象事業　住民主体による地域づくりやコミュニケーションづくりを推進するための事業

　(2)　申請上限　1団体につき年1回までとし、上限10万円

　(3)　事業内容　地域交流会、清掃活動、秋まつり、敬老行事等

担　当　課 市民生活部地域協働課 中　事　業 行政推進費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 1 節 共生型社会に向けた地域コミュニティ活動活性化の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 目 地域振興費 ( 1 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ10 事　業　名 コミュニティ形成支援補助事業

目的及び事業内容

　震災の影響で自治会等による祭りなどのイベント開催が困難となり、住民同士の交流の場が少なく
なっていることから、住民主体で開催する交流事業などに補助を行い、自治会等の活動やコミュニティ
の形成促進を図るもの。

コミュニティ活動の活性化を図る

- 14 -

20,967,823

成果に係る評価

　地域おこし協力隊制度の見直し及び拡充を行ったことにより、令和3年度は新規隊員4名の委嘱に繋が
り、述べ6名の隊員が地元特産物の販路拡大やコミュニティカーシェアリングの普及等様々なアプロー
チで地域活性化のために活動した。
　地域おこし協力隊員は、地域おこし活動に取り組みながら退任後の起業や事業継承についても取り組
んでいるが、現在活動中の隊員が任期満了後の起業を検討しているため、隊員の定住・定着に向けた支
援をする必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

21,423,000 20,967,823

75％（3名）

地域課題提案型 個人事業主 1名 1名 - -

計 9名 5名 4名

75％（3名）

取　組　実　績

1　地域おこし協力隊制度の見直し
　(1) 隊員の転出元地域要件の拡充：3大都市圏外から条件不利地域（河北・北上・雄勝・牡鹿）への
　　転入についても要件として認める。
　(2) 地域おこし協力隊活動費補助金交付限度額の増額：隊員の活動に要する経費について、隊員1人
　　につき年間110万円から年間120万円に増額

2　地域おこし協力隊制度の拡充
　(1) 地域おこしインターンの導入：隊員希望者が、受入事業者のもとで最大3ヶ月間、地域おこし協
　　力隊の実務に従事することを通じ、地域おこし協力隊本体への応募につなげる取組
　(2) 地域おこし協力隊「地域課題提案型」の導入：人口減少により多くの地域課題が発生している
　　中、これらの課題を自らの提案等で解決できる若い人材を受け入れ、地域の活性化を図るもの。
　
3　令和3年度の新規地域おこし協力隊員配属状況及び活動内容
【右腕型】
　(1) 30代女性（前住所地：千葉県香取市、Ｒ3.4.1委嘱）
　　　活動内容：ホップの6次産業化に向けた商品開発や農村留学学校の整備を目指す活動
　(2) 20代男性（前住所地：千葉県浦安市、Ｒ3.5.1委嘱）
　　　活動内容：石巻の水産加工、流通業に携わる若手経営者を中心としたメンバーを巻き込み、石巻
　　　　　　　　に産業ブランドをつくる活動
　(3) 30代男性（前住所地：仙台市青葉区、Ｒ4.3.1委嘱）
　　　活動内容：半島沿岸部へのコミュニティカーシェアリングの普及や市内導入地域の自立化・課題
　　　　　　　　解決を図る活動
【地域課題提案型】
　(1) 40代男性（前住所地：神奈川県横浜市、Ｒ3.11.1委嘱）
　　　活動内容：お笑い芸人の経験を活かし、本市への移住促進やふるさと納税のＰＲを行うほか、お
　　　　　　　　笑いコンテストやライブを開催し、地域活性化を図る活動

4　隊員に対する各種支援の実施
　地域おこし協力隊員と受入団体間の調整を図るため、コーディネーターから、隊員と団体の近況を報
告してもらう場を毎月設け、情報共有や隊員の活動をサポートする事務局からのアドバイスを行ったほ
か、講師を招いての講習や隊員間の情報共有及び意見交換を行う研修を実施した。

成　　　　果

　平成29年度から令和4年3月31日まで9名の方を委嘱し、地域課題の解決を目指し地域おこし活動に取
り組んだ。

累計 処遇 人数 活動中 退任済 定着率

右腕型 会計年度任用職員 8名 4名 4名

実施計画
掲載ページ

Ｐ12 事　業　名 地域おこし協力隊設置事業

目的及び事業内容

　本事業は、三大都市圏または政令指定都市等から、地域活性化に意欲があり本市に定住する意思のあ
る人材を募集し、隊員の受入れを希望する市内の事業者での従事を通して定住・定着を図るものであ
る。
　地域おこし協力隊の事業内容は、被災沿岸地域（雄勝・北上・牡鹿）の活性化事業のほか、観光振
興、医療・介護及び生活支援事業、農業や水産業等の6次産業化に関する事業等の分野での就労となっ
ている。

担　当　課
復興企画部ＳＤＧｓ

移住定住推進課
中　事　業 地域振興関係費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 2 節 少子高齢化社会に対応する移住・定住の促進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 移住したくなるライフスタイルの形成を図る

- 15 -



その他 一般財源

1,714,000 811,575 811,575

成果に係る評価

　令和3年度は、公募委員を含めた委員の改選を行い、各地域の課題等に関する協議のほか、新市まち
づくり計画の変更（計画期間の延伸）や、過疎地域持続的発展計画の策定についての意見交換を行い、
地域の視点によるまちづくりの方向性などについて、委員相互の共通認識を深めることができた。
　合併から16年が経過し、東日本大震災からの復興事業も収束を迎える中で、地域の状況も大きく様変
わりしているが、新市まちづくり計画の計画期間が令和12年度まで延伸されたことに伴い、今後も、地
域の均衡ある発展及び活性化を目指し、まちづくりのあり方について、引き続き、協議及び提案等を
行っていく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

成　　　　果

1 河北地区
　　大川コミュニティセンターや大川高台広場等の整備に関する情報提供のほか、新市まちづくり
　計画及び過疎地域持続的発展計画（案）について意見交換を行った。
2 雄勝地区
　　東日本大震災からの復興についての報告と意見交換、また新市まちづくり計画の変更や、過疎
　地域持続的発展計画（案）について意見交換を行った。
3 河南地区
　　地域の課題等に関する協議のほか、新市まちづくり計画の変更について意見交換を行った。
4 桃生地区
　　地域の課題等に関する協議のほか、地域まちづくり委員会の役割等の説明及び新市まちづくり
　計画について意見交換を行った。
5 北上地区
　　会長・副会長を選任し、新市まちづくり計画の変更や、過疎地域持続的発展計画（案）につい
　て意見交換を行った。
6 牡鹿地区
　　地域の課題等に関する協議のほか、新市まちづくり計画の変更や、過疎地域持続的発展計画（案）
　について意見交換を行った。

牡鹿地区 10人 11/5 8名

北上地区 16人 10/27 13名

桃生地区 10人 10/22 8名

河南地区 18人 10/29 15名

10/20 12名

開催日 参加人数

取　組　実　績

・まちづくり委員会開催実績

委員数
第1回 第2回

開催日 参加人数

雄勝地区 15人 8/4 9名

河北地区 14人 10/19 13名

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 地域振興関係費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 1 節 共生型社会に向けた地域コミュニティ活動活性化の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 目 地域振興費 ( 2 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ10 事　業　名 地域まちづくり委員会事業

目的及び事業内容

　地域まちづくり委員会は、平成17年4月の合併に伴う市民意識調査の中で、地域の声が届かないとい
う意見があったことから、均衡ある発展及び活性化を図るため、旧町単位で設置したものである。事業
内容としては、各総合支所との連携を取りながら、市民と行政が一体となって、各地域のまちづくり施
策や活性化に向けた取組を行う。

地域の均衡ある発展を図る

- 16 -

11,600,000

380％

8,274,120

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

38,115,000 31,988,574 12,114,454

成果に係る評価

　新型コロナウイルス感染症の影響による地方への移住機運の高まりが今後も継続する見込みであるこ
とから、今後も移住促進イベント等へ積極的に参加して本市のＰＲを行っていくほか、移住希望者が求
めるニーズを把握し、効果的な補助制度や支援策を検討していく必要がある。

成　　　　果

　移住しやすい環境整備を行ったことで、相談件数及び移住者数が昨年度と比較して大幅に増加した。

移住コンシェルジュ等を通じて本市に移住した人数

目標 実績 達成率

Ｒ2 10名 10名 100％

Ｒ3 20名 76名

　交付実績：4件（世帯移住1件、単身移住3件）280万円

3　定住促進住宅取得等補助金　　施行日：令和3年7月1日

　本市への定住促進を図るため、以下の要件に該当する者に対し、補助金を交付した。

　・市外から本市に移住をしようとする者が住宅を取得又は改修する場合

　・市内の空き家所有者が移住者へ賃貸するために当該空き家を改修する場合

　・三世代同居するために住宅を改修する場合

　補助額　　取得の場合：最大150万円　　 交付実績：13件15,400,000円

　　　　　　改修の場合：最大50万円　　　交付実績：0件0円

4　移住支援金　　施行日：令和元年10月1日

　東京圏からの移住に係る負担軽減を図るため、宮城県及び県内市町村が共同して支援金を支給した。

令和3年4月から転入先要件に関係人口要件等を追加したことにより、移住促進が図られた。

　支給額　　世帯移住100万円、単身移住60万円

　・折浜復興住宅（1ＬＤＫ1室）

取　組　実　績

1　移住相談窓口設置等業務　　委託期間：Ｒ3.7.29～Ｒ4.3.31

　(1)　移住相談業務

　　・移住相談窓口の開設（移住コンシェルジュ3名体制、相談者数：142名、移住者数：44件76名）

　　・移住支援に関するポータルサイトの開設　　　　　・ＳＮＳ等を活用したＰＲ活動

　(2)　空き家バンク業務

　　・利用希望者数：8件

　　・空き家活用セミナーの実施（開催日：令和3年11月28日、参加者数10名）

　(3)　移住・定住促進業務

　　・移住促進イベントへの参加（4回）、移住促進イベントの開催（3回）

　　・定住促進イベントの開催（2回）　　　　　・移住定住窓口パンフレットの作成

　(4)　お試し移住体験希望者への支援

　　・利用実績：10件13名　　　　　・利用促進ＰＲムービーの作成

2　お試し移住体験施設の整備

　・中央第三復興住宅（3ＬＤＫ1室）

実施計画
掲載ページ

Ｐ12 事　業　名 移住対策事業

目的及び事業内容

　移住相談窓口の設置やお試し移住体験等の事業を実施するほか、住宅の取得等に伴う支援を行うこと
により、移住希望者が移住を検討しやすい環境を整備し、移住・定住を促進する。

担　当　課
復興企画部ＳＤＧｓ

移住定住推進課
中　事　業 地域交流・定着支援等事業費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 2 節 少子高齢化社会に対応する移住・定住の促進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 移住したくなるライフスタイルの形成を図る
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成果に係る評価

　新型コロナウイルス感染症の影響で、一部イベントが中止となり、目標値を上回ることはできなった
が、令和2年度よりもスポーツイベント参加者数が増加し、事業実施に当たっては、受付時の体温
チェックをはじめ、手・指の消毒、参加者に健康チェックシートを記入いただく等の感染症対策を徹底
し、6件のスポーツ交流イベントを開催することができた。
　今後は、これまで実施してきた小規模なスポーツ交流イベントを継続しながら、市内外から大勢の参
加者を見込むことのできるオリンピックデーラン等を開催し、経済効果のあるスポーツ振興策を実施し
ていく必要があるとともに、株式会社ベガルタ仙台をはじめとするプロスポーツチームとの連携を図
り、様々なスポーツ交流イベントを実施する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,626,000 1,350,899 1,350,899

エ　被災地訪問（Ｒ4.1.6）

 2022シーズン始動に当たり、ベガルタ仙台チームが石巻南浜津波復興祈念公園に訪問した。

オ　ベガルタ仙台健康体操教室（Ｒ3.11.3）

 アカデミーコーチやベガルタチアリーダー等を講師とし、健康体操教室を実施した。

32

Ｒ3 400 375 94

成　　　　果

　スポーツを通じた交流の場を創出するとともに、スポーツ交流人口の増加が図られた。

1　陸上競技クリニックｉｎ石巻　参加者数：76名

2　プロスポーツチームとの交流事業　参加者数：299名

年度
参加者数（人）

達成率（％）
目標値 実績値

Ｒ2 280 89

 プロサッカーの観戦を通じて、こども達に夢や感動を伝えることを目的とし、ベガルタ仙台
トップチームホームゲームの試合に招待した。

取　組　実　績

1　スポーツ交流事業

(1)　陸上競技クリニックｉｎ石巻（Ｒ3.11.3）

　オリンピアンを含む日本トップクラスの選手の技術を体感するとともに、陸上競技の楽しさや
魅力に触れることを目的としたクリニックを開催した。

(2)　パラ体験イベント（中止）

　参加募集チラシ、ＰＲポスターを作成したが、新型コロナウイルス感染症の影響により、イベ
ントの開催を中止した。

2　オリンピックデーラン（中止）※6月補正予算で査定になったが、コロナウイルス感染防止のため中

止。新型コロナウイルス感染症の影響により、イベントの開催を中止した。

3　プロスポーツチームとの交流事業

(1)　株式会社ベガルタ仙台との連携

ア　サッカー教室及び防災サッカー教室（Ｒ3.10.17/Ｒ3.11.23）

 サッカー技術の向上や防災意識を高めることを目的とした防災サッカー教室を開催した。

イ　パブリックビューイング（Ｒ3.11.3）

 ベガルタ仙台を「見る」「応援」することにより、地域との繋がりを深めることを目的と
し、パブリックビューイングをした。

ウ　ベガルタ仙台ホームゲーム親子招待事業（Ｒ3.11.20）

実施計画
掲載ページ

Ｐ14 事　業　名 スポーツ交流事業

目的及び事業内容

　幅広い参加者のもとスポーツ交流イベントを開催することにより、スポーツの楽しさや魅力を体感さ
せ、スポーツ交流人口の増加や一体感の醸成を図るとともに、技術の向上と健康増進を図る。
　事業内容としては、本市の豊かな水辺空間を活かしたカヌー体験教室をはじめ、その他スポーツ交流
事業を実施するほか、ジョギングを中心とした各種イベントを行うオリンピックデーランやプロスポー
ツチームとの連携事業を実施し、スポーツ交流人口の増加を図る。

担　当　課
市民生活部

スポーツ振興課
中　事　業 スポーツ交流関係事業費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 3 )

豊かな心を育みいのちを未来につなぐまち

1 項 総務管理費 第 6 節 生涯にわたるスポーツ活動の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 5 章

7 スポーツを通じた交流活動を推進する

- 18 -

 

 

 

 

3,652,000 6,401,112

成果に係る評価

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されたことで、新型コロナウイルス対策を講
じながら、各種事業を実施し、令和2年度よりもイベント等参加者数が増加した。
　同競技大会のレガシーを後世へ伝えるとともに、市民のスポーツに対する関心を深め、スポーツによ
るまちづくりを推進していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

14,063,351 13,874,662 3,821,550

  令和3年6月21日（月）に東京2020オリンピック競技大会バレーボール日本代表選手が発表され、
雄勝地区出身の藤井直伸選手が内定した記念として、横断幕を市役所北側歩行者デッキに設置し
た。

成　　　　果

　新型コロナウイルス感染症の影響により、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会が1年延
期されたが、徹底した感染症対策を講じた上で、オリンピック聖火リレーやチュニジア共和国ウエイト
リフティング選手団事前合宿受け入れ事業等を実施することができた。

年度
参加者数（人）

達成率（％）
目標値 実績値

Ｒ2 3,650 696 19

Ｒ3 3,670 992 27

8　藤井直伸選手の東京2020オリンピック競技大会出場内定に係る横断幕作成

取　組　実　績

1　東京オリンピック聖火リレー（Ｒ3.6.19）

　石巻駅前をはじめ、立町大通りやアイトピア通りなどを走行する中心市街地と石巻市総合運動公
園を走行する2つのエリアで聖火リレーが実施されたことから、ミニセレブレーション等を実施し、
聖火リレーを盛り上げた。

2　宮城県パラリンピック聖火イベントに係る採火式（Ｒ3.8.15）

　震災当時に被災地域から集めた木片により灯された、がんばろう石巻看板前にある灯火(ともし
び) を使用し、石巻市総合運動公園の炬火台へ点火後、パラリンピック聖火リレーにて使用される
聖火の火を採火した。

3　チュニジア共和国ウエイトリフティング選手団事前合宿受け入れ事業（Ｒ3.7.11～12）

　ウエイトリフティング選手団9名の事前合宿を受け入れ、練習見学会や激励式を実施した。

4　あすチャレ！Ｓｃｈｏｏｌ（Ｒ3.12.13～17、Ｒ4.3.10）

　障がいやパラスポーツへの新たな気づきや学びにつながることを目的に、子どもたちがパラス
ポーツを実際に体験する事業を市内小学校2校・市内中学校4校で実施した。
　また、市内小中学校の教職員及び市職員向けに共生社会に対する理解を深める研修を実施した。

5　ティーボール体験教室（Ｒ3.5.22～11.27）及び石巻野球フェスティバル（Ｒ3.11.23）

  市民の健康増進と野球振興を目的とした幼児及び児童向けのティーボール体験教室を実施した。

6　炬火台レプリカ磨き(Ｒ3.12.5)

  国立競技場とセイホクパーク石巻（石巻市総合運動公園）をオンラインでつなぎ、両会場にある
炬火台の磨きイベントを実施した。

7　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会観戦チケット販売

　本大会観戦機会の提供のため、宮城スタジアムで行われる種目のチケットを仲介販売した。

実施計画
掲載ページ

Ｐ15 事　業　名 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会機運醸成事業

目的及び事業内容

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた機運を醸成するために、東京2020オ
リンピック聖火リレーをはじめ、東京2020パラリンピック採火イベントやチュニジア共和国オリンピッ
ク・パラリンピック選手の事前合宿を実施し、スポーツに対する関心を深め、スポーツによるまちづく
りを推進する。

担　当　課
市民生活部

スポーツ振興課
中　事　業 東京オリンピック・パラリンピック機運醸成事業費

予
算
科
目

目 地域振興費 (  )

1 項 総務管理費 第　 節

2 款 総務費
総
合
計
画

第　 章

7
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  (1)　湊地区　・・・組成に向けた準備会の構築、会議実施、関係者ヒアリング、啓発チラシ作成

  (2)　荻浜地区・・・区長及び地域住民へのヒアリング、会議での説明等を実施

成果に係る評価

　全域での住民自治組織の設立を目指す中で、市内16地区のうち4地区にとどまっている要因として、
地域の課題を地域住民が主体的に解決することを目指し、かつ、継続的な活動ができる組織とするた
め、住民主体の地域づくりに向けた意識の醸成を図ることに時間を要してきたことが挙げられる。ま
た、新型コロナウイルス感染症の影響により、集会等の事業実施が困難となり、地区全体での意識醸成
や組織構築の推進が十分に図られなかった。
　各地域の実情が様々であるため、住民自治組織の設立については期限は設けず、各地域の現状により
意識醸成が高まった地区から、具体的な支援を行うこととし、地区内の人材やノウハウを活かした住民
主体の地域づくりの体制構築を推進する。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

10,783,000 7,373,612

　(3)　桃生地区　ものう夢ネットワーク　　　　　　交付額：　848,563円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　交付額計　3,763,943円

2　地域自治システムサポート事業

成　　　　果

　山下・河南・桃生の各地区においては、新型コロナウイルス感染症の影響により事業内容の縮小や中
止を余儀なくされたものもあるが、独自の事業活動を展開することで地域課題に対応した取組が推進さ
れた。
　地域自治システムサポート事業により住民自治組織設立に向けた支援を行ったが、新型コロナウイル
ス感染症の影響により住民への訪問や集会が困難となり、業務の一部変更や縮小を余儀なくされたこと
から、住民自治組織の新規設立には至らなかった。
　但し、各地区での事業説明等により、自治会役員等の意識醸成が図られ、各地区の実情に即した住民
自治組織の構築に向けた具体的な話し合いも行われ、湊地区及び蛇田地区の2地区においては準備会組
織が設立された。

3,579,000 3,000,000 794,612

実施計画
掲載ページ

Ｐ7 事　業　名 地域自治システム推進事業

目的及び事業内容

　地域の特徴を生かした地域住民自身の意思に基づくまちづくりや住民自治の確立を目指し、市民と行
政による協働のまちづくりを推進するため地域自治システムの構築を進める。
  震災により甚大な被害を受け地域コミュニティが崩壊した中で、新たな住民主体の活動にかかる意識
醸成が難しい地域もあるが、各地域の実情を考慮しながら、市内全域での住民自治組織設立に向け支援
を行うもの。

取　組　実　績

　地域の創意と工夫、判断と責任を尊重し、市民と行政の協働による魅力あるまちづくりを推進すると
ともに、住民自治組織の円滑な運営と個性あふれる地域づくりを支援するため、石巻市住民自治組織交
付金を交付した。
  また、その地域において活動実績のあるＮＰＯ等の団体による地域自治システムサポート事業を実施
することで、住民自治組織設立に向けて意識の醸成が図られ、住民自治組織の構築に向けた、具体的な
協議が行われた。

【事業別実績】

1　住民自治組織交付金

　(1)　山下地区　山下地区協働のまちづくり協議会  交付額：　583,380円

　(2)　河南地区　河南地域住民自治協議会　　　  　交付額：2,332,000円

担　当　課 市民生活部地域協働課 中　事　業 地域自治システム関係費

予
算
科
目

目 地域振興費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 1 節 共生型社会に向けた地域コミュニティ活動活性化の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 コミュニティ活動の活性化を図る
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2,265,900

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

28,560,000 14,665,900 12,400,000

取　組　実　績

1 離島航路駐車場整備工事
　周辺で行われている堤防工事やかわみなと大橋橋梁工事に支障が出ない範囲での盛土工事を実施し、
工事用道路の撤去、北側乗入口の整備、堤防側の一部盛土を完了した。

【令和3年度施工した工事】
　(1)　離島航路駐車場整備工事（その2）
　　　期　間　令和3年3月3日から令和3年8月31日まで
　　　請負額　8,105,900円
　　　内　容　駐車スペースの盛土工事
　　　進　捗　令和3年8月31日完了（Ｒ2→Ｒ3繰越）

　(2)　離島航路駐車場整備工事（その3）
　　　期　間　令和4年3月1日から令和4年8月31日まで
　　　請負額　18,555,403円
　　　内　容　駐車スペースに接続するための周辺盛土工事
　　　進　捗　施工中（Ｒ3→Ｒ4繰越）

成　　　　果

　離島航路駐車場整備工事として、主に車を停めることとなる駐車場部分へ接続するための範囲の盛土
工事（Ⅴ＝1,500㎡）を実施した。

成果に係る評価

　離島航路駐車場整備工事（その2）の完了により事業の進捗が図られた。離島航路駐車場整備工事
（その3）・（その4）の工事については未完了部分もあるが、施工事業者及び航路事業者との調整を図
りながら、令和4年度中の整備完了を目指す。

実施計画
掲載ページ

Ｐ14 事　業　名 離島航路駐車場整備事業

目的及び事業内容

　離島と本土を結ぶ航路は島民の生活を支えるうえで重要な役割を担っているほか、田代島及び網地島
は観光地としても全国から注目を集めており、多くの観光客が訪れている。島民や観光客等の離島航路
利用者の更なる利用拡大と利便性向上のため、門脇地区における離島航路駐車場を整備する。

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 離島振興対策費

予
算
科
目

目 離島振興費 ( 2 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 5 節 持続可能な公共交通ネットワーク整備の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章
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77,457,673

成果に係る評価

　航路事業者に対する航路維持費の欠損分に対する補助や、夜間救急患者搬送に備えた補助などを継続
的に実施することにより、島民が安心・安全に生活できる環境を維持することができている。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響による乗船定員制限等により、利用者数が減少したことにつ
いては、国・県・市及び事業者で組織する「石巻～長渡航路確保維持協議会」で課題についての情報共
有を行い、今後の利用者増加に向けた対策等について、連携して取り組んでいくこととしている。
　令和2年度から進めている門脇地区離島航路駐車場整備事業については、令和4年度中の完了を予定し
ているところであり、更なる離島航路利用者の増加、利便性の向上を図りながら、引き続き離島航路の
安定的な維持に努めていく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

131,429,000 118,284,397 40,826,724

57,240人

取　組　実　績

1 離島航路維持費補助金の交付
　航路事業者の安定的な運航経営を実現するため、国、県と協調しながら、航路維持費の欠損分に対し
て補助金を交付した。

2 離島航路経営安定化補助金の交付
　夜間の救急患者搬送に備えた、田代島への船舶及び船員の待機に要する費用に対して補助金を交付し
た。

3 離島住民運賃割引の実施に対する補助金の交付
　島民の交通手段、生活物資の輸送手段である離島航路の利便性向上のため、島民の運賃割引を実施
し、国、県の補助対象外となる、運賃収入欠損分に対して補助金を交付した。

成　　　　果

　島内の人口減少や少子高齢化、過疎化の影響が著しく、島民の輸送人員は減少傾向にありながらも、
航路事業者の経営努力や観光施設の復旧等による交流人口の拡大に伴い、総輸送人員の増加は令和元年
度まで続いていたが、令和2年度から令和3年度にかけて新型コロナウイルス感染症の影響（乗船人員の
制限）により、総輸送人員が減少しており、令和元年度と比較して令和3年度は47,041人の減少、令和2
年度との比較では、6,948人の減少となった。

年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

離島航路利用者数 90,084人 94,310人 104,281人 64,188人

実施計画
掲載ページ

Ｐ14 事　業　名 離島航路維持事業

目的及び事業内容

　田代島・網地島と本土を結ぶ航路は島民の交通手段、生活物資の輸送手段として、重要な生活基盤で
あるとともに、近年は離島を訪れる観光客が増加していることから、安定的な運航維持のため、航路事
業者に支援を行うとともに島民を対象とした運賃割引実施に対する補助を行う。

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 離島振興対策費

予
算
科
目

目 離島振興費 ( 2 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 5 節 持続可能な公共交通ネットワーク整備の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章
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その他 一般財源

147,603,000 95,253,840 95,253,840

成果に係る評価

　路線バスの輸送人員（利用者数）については、人口減少や新型コロナウイルス感染症拡大などを要因
として、年々減少しており、それに伴い輸送量も低下している状況である。
　バス運行に係る国庫補助金について、令和3年度においてはコロナ禍の影響を考慮し、全路線を補助
対象とする緩和措置が行われているが、令和6年度をもって本措置が終了することから、今後、市負担
額の増加が見込まれている。本市では、地域の公共交通を持続可能なものとするため、令和3年度末に
石巻市総合交通計画を策定しており、計画策定に当たって実施した各種調査においては、運行情報など
の情報取得手段の不足や、経路によっての運賃変動などが課題として挙げられていることから、今後は
運行情報のオープンデータ化や均一制運賃等導入に向けた検討など各課題の改善に努め、輸送人員及び
輸送量の回復を図りながら、継続して事業を実施していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

成　　　　果

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、乗車率が低い路線が多いことから総じて市の補助金額
は増加している。また、広域バス路線については、国庫補助の対象となる1日あたりの輸送量が15人以
上の路線は1路線1系統となっており、利用率向上に向けた取組が必要である。

年度 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

広域バス路線・系統数 6路線6系統

取　組　実　績

　地域の実情に応じた交通手段を確保、維持するため、運行事業者に対し運行費補助を行った。

路線名 運行経路 補助金額

1,406,000円

石巻駅前～いしのまき元気いちば～石巻駅前 2,997,000円

石巻日赤線 石巻駅前～蛇田～日赤病院（石巻） 2,568,000円

6路線6系統 6路線6系統

うち1日あたりの輸送量が
15人以上の路線・系統数

2路線2系統 1路線1系統 1路線1系統

合計 95,253,840円

女川線 石巻駅前～筒場～女川運動公園前 3,037,731円

市
単独
路線

石巻専修大学線 石巻駅前～石巻専修大学～ルネッサンス館 4,208,000円

中里線 石巻駅前～中里六丁目～石巻あゆみ野駅 9,507,000円

広域
バス
路線

石巻免許センター線 石巻駅前～石巻あゆみ野駅～日赤病院 5,244,814円

鹿妻線
石巻駅前～さくら町西～イオン石巻東店 5,645,000円

石巻駅前～いしのまき元気いちば～イオン石巻東店 15,335,000円

石巻渡波線 石巻駅前～不動町一丁目～イオン石巻東店 5,166,000円

山下門脇線
石巻駅前～門脇五丁目～石巻駅前

鮎川線

石巻駅前～筒場～鮎川港

14,919,953円
石巻駅前～サンファンパーク～鮎川港

イオン石巻東店～荻浜～鮎川港

イオン石巻東店～サンファンパーク～鮎川港

石巻駅前～傘松～河南総合支所 7,648,420円

石巻専修大学線 石巻駅前～石巻専修大学～飯野川 5,676,125円

河北線 石巻あゆみ野駅～鹿又駅前～飯野川 11,894,797円

河南線

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 地域交通対策関係費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 5 節 持続可能な公共交通ネットワーク整備の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

9 目 地域交通費 ( 2 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ13 事　業　名 路線バス運行維持対策補助事業

目的及び事業内容

　株式会社ミヤコーバスが運行する広域路線バス（複数の市町（旧町含む）にまたがる路線）及び市単
独路線バス（旧市内のみ運行する路線）の運行費を一部補助することで、持続可能な路線バスの運行を
支援する。

市民生活を支える公共交通等を安定的に維持する
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77,637,000 75,383,914 2,137,000 69,000,000 4,246,914

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

合計 42,053人 24,800便 38,295人 22,205便

成果に係る評価

　住民バス・乗合タクシーの輸送人員（利用者数）については、人口減少や新型コロナウイルス感染症
拡大などを要因として年々減少している状況であるが、通院・買物等の移動手段として活用され、地域
の足としての役割を果たしている。
　本市では、地域の公共交通を持続可能なものとするため、令和3年度末に石巻市総合交通計画を策定
しており、計画策定に当たって実施した住民ワークショップやヒアリング、アンケート調査において
は、曜日を限定した運行であることや、乗り継ぎ、運行情報などの情報取得手段の不足などが課題とし
て挙げられていることから、今後は効率的かつ地元ニーズに則した路線再編や運行情報のオープンデー
タ化、デマンド運行導入に向けた検討などに着手することで各課題改善に努め、運行経費の削減及び輸
送人員の回復を図り、事業を継続していく。

桃生地区住民バス 2,250人 2,330便 2,810人 2,324便

北上地区住民バス 3,551人 1,452便 2,893人 1,446便

雄勝地区住民バス 13,440人 7,084便 10,453人 4,122便

河南地区乗合タクシー 3,703人 2,609便 3,974人 2,809便

水押・開北・大橋・水明地区乗合タクシー 5,119人 3,388便 5,302人 3,494便

河北地区住民バス 2,641人 1,364便 2,347人 1,370便

6,135人 3,390便 5,480人 3,387便

山の手地区乗合タクシー 4,258人 2,889便 4,180人 2,969便

便数

荻浜地区住民バス 956人 294便 856人 284便

合計 75,383,914円

成　　　　果

　住民バス及び乗合タクシーの運行費に対する補助を行ったことで、地域住民の移動手段を確保した。
　また、地域の実情に応じた運行ルートの変更など、利用者の利便性向上を図った。

名　　　　　　　称
Ｒ2 Ｒ3

利用者数 便数 利用者数

取　組　実　績

　地域の実情に最適な交通手段の確保を目指し、運行ルートの変更や停留所の新設等を実施しながら住
民バスを運行した事業主体に対し、補助金を交付することで、地域交通を確保した。

令和3年度運行協議会別補助金の状況

名　　　　　　称 運行主体 運行形態 補助金額

稲井地域乗合タクシー

桃生地区住民バス 桃生地区住民バス運行協議会 定時定路線 11,865,783円

北上地区住民バス 北上地区住民バス等運行協議会 定時定路線 8,353,025円

雄勝地区住民バス 雄勝地区住民バス運行協議会
定時定路線
・デマンド

21,205,468円

河南地区乗合タクシー 河南地区乗合タクシー運行協議会 デマンド運行 7,296,612円

水押・開北・大橋・水明
地区乗合タクシー

水押・開北・大橋・水明地区住民バス
運行協議会

デマンド 3,544,951円

河北地区住民バス 河北地区住民バス運行協議会 定時定路線 6,935,139円

4,716,366円

稲井地域乗合タクシー 稲井地域乗合タクシー運行協議会 定時定路線 8,060,472円

山の手地区乗合タクシー 山の手地区乗合タクシー運行協議会 デマンド 3,406,098円

荻浜地区住民バス 荻浜地区住民バス運行協議会 定時定路線

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 地域交通対策関係費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 5 節 持続可能な公共交通ネットワーク整備の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

9 目 地域交通費 ( 2 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ13 事　業　名 住民バス運行費補助事業

目的及び事業内容

　地域公共交通は、少子高齢化の進行等に伴い、利用者が減少している現状であることから、地域住民
で組織する運行協議会が運行する住民バス等の運行費に対し補助を行い、日常生活に必要不可欠な地域
公共交通を維持する。

市民生活を支える公共交通等を安定的に維持する
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教育目的利用区間

27,432,600 6,639,549

成果に係る評価

　牡鹿地区市民バスの輸送人員（利用者数）については、人口減少や新型コロナウイルス感染症拡大な
どを要因として年々減少している状況であるが、通院・買物等の移動手段として活用され、地域の足と
しての役割を果たしている。
　本市では、地域の公共交通を持続可能なものとするため、令和3年度末に石巻市総合交通計画を策定
しており、計画策定に当たって実施した住民ワークショップやヒアリング、アンケート調査において
は、乗り継ぎ、路線バスへの接続性、運行情報などの情報取得手段の不足などが課題として挙げられて
いることから、今後は効率的かつ地元ニーズに則した路線再編や運行情報のオープンデータ化などに着
手することで課題改善に努め、運行経費の削減及び輸送人員の回復を図り、事業を継続していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

37,365,649 37,353,149 81,000 3,200,000

路線名 利用区間

寄磯～鮎川線 寄磯～小渕（上り3便、下り3便）

泊～清優館線 鮎川金山～鮎川小（上り3便、下り4便）

利用者数合計 21,832人 18,329人 17,111人

運行便数 7,179便 7,611便 7,639便

14,329人 9,848人 9,963人

教育目的利用 7,503人 8,481人 7,148人

網地島線 5便/日 (年末年始は原則運休)

成　　　　果

　市が主体となって市民バスを運行することで、地域住民の移動手段を確保した。
　また、当該市民バスは、小学校までのスクールバスとしての機能も兼ねており、小学生の安全な通学
手段が確保された。

市民バス運行実績

Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

取　組　実　績

　地域の実情に最適な交通手段の確保を目指し、市民バスの運行を行った。
　また、近年、車両の老朽化により修繕費が増加していたことから、運行車両の4台のうち1台を更新し
た。

運行概要

路線名 運行状況

寄磯～鮎川線

一般利用

平日 11便/日　土曜日 4便/日　(日・祝日・年末年始は原則運休)

泊～清優館線 平日  7便/日　土曜日 4便/日　(日・祝日・年末年始は原則運休)

泊～大原線

実施計画
掲載ページ

Ｐ13 事　業　名 牡鹿地区市民バス運行事業

目的及び事業内容

　移動手段を持たない牡鹿地区住民が通院や買物等の日常生活における移動手段を確保するため、交通
事業者がいない同地区に、市が運行主体となり、交通弱者等の地区内移動手段を確保する。

平日  1便/日　(土・日・祝日・年末年始は原則運休)

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 牡鹿地区市民バス運行事業費

予
算
科
目

目 地域交通費 ( 2 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 5 節 持続可能な公共交通ネットワーク整備の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

9 市民生活を支える公共交通等を安定的に維持する
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予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

343,000 297,000 198,000 99,000

取　組　実　績

　男性の育児を含むワーク・ライフ・バランスの実現に向けた職場の上司の理解促進のためには、まず
市職員の理解を深める必要があることから、課長補佐級の職員を対象にイクボス研修を実施した。

〇イクボス研修
「～上司が変われば職場が変わる～」
・対象：課長補佐級以上の市職員
・受講者：326名

※女性活躍推進セミナーについては、新型コロナウイルス感染拡大により中止とした。
　

成　　　　果

　研修を通して、男性の家事・育児に関する理解促進や、働き方に対する男女の意識改革、またワー
ク・ライフ・バランスを実現できる組織環境の整備促進に向けた意識改革が図られた。

成果に係る評価

　事後アンケートでは、研修で学んだことを活かしたいという回答が多く、職場内でのワーク・ライ
フ・バランスの推進に繋がった。
　しかし、ワーク・ライフ・バランスを常に意識し、実践しているという回答が全体の24％となってい
ることから、事業を継続することで更に意識啓発を進めていく。

実施計画
掲載ページ

Ｐ9 事　業　名 子育てしやすい職場環境整備推進事業

目的及び事業内容

　社会全体で仕事・家事・育児等の両立を尊重する意識の醸成を目指すため、管理職層や従業員をまと
める立場にあるリーダー層を対象に、子育て参加に対する理解促進講座と、ワークライフバランス実現
のための仕事の効率化を図るためのスキル習得研修を実施する。

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 男女共同参画推進費

予
算
科
目

目 男女共同参画推進費 ( 2 )

共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健康に暮らせる
まち

1 項 総務管理費 第 1 節 安心して妊娠・出産・子育てができる環境の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 3 章

10 子どもを産み育てやすい環境づくりを推進する
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1　審議会等の女性委員の登用率 2　女性人材リストにおける審議会等へ登用された委員の割合

303,999 368,793

成果に係る評価

　女性委員の登用率に関しては、前年度よりも増加しているが、目標値には届いていないため引き続き
女性人材リスト等を活用して関係課へ女性の登用を推進していく。
　男女共同参画社会の実現のためには、性別や年代等関係なく様々な立場の人々の意識醸成が必要なこ
とから、引き続き関係課や女性活躍推進会議と連携を図り、啓発セミナーや情報周知等において、有効
な施策を実施していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1,446,000 1,007,792 335,000

25％ 19.4％

22.6％

16.4％Ｒ2 40.0％ 26.3％ Ｒ2 25％

Ｒ3 40.0％ 28.0％ Ｒ3 25％

取　組　実　績

1　石巻市男女共同参画基本計画（第3次:平成29年度～令和2年度）の進捗管理
　(1)　石巻市男女共同参画推進審議会へ諮問し、「概ね妥当」との答申を得た。
　(2)　調査により各種指標の指数を把握した。
2　石巻市男女共同参画基本計画（第4次）に基づいて、各種男女共同参画推進事業を実施
　 ※主な事業のみ掲載
　(1)　市の審議会・委員会等への女性の参画促進
　　  「女性人材リストの管理、登録者募集、活用促進」
　(2)　女性の人材育成
　　  「女性人材育成セミナー」
　(3)　男女共同参画の視点からの意識啓発
　　  「男女共同参画週間の広報」「高校生のための性教育講話」
　(4)　市の申請書等の性別記載削除の推進
  (5)　関係団体の男女共同参画推進事業に対する後援
　(6)　市報、市ホームページ、資料配布等を通しての意識啓発

成　　　　果

　石巻市男女共同参画基本計画（第4次）に基づく各種施策の実施により、男女共同参画社会の形成の
促進や意識啓発が図られた。
　成果指標については、市の審議会・委員会等への女性委員の登用率の目標値は40％であるが、令和3
年度実績は28％だった。女性人材リストについては、実態調査を行い内容を精査し、実体を伴う名簿と
した。

区分
成果指標

区分
成果指標

目標値 実績等 目標値 実績等

Ｒ1 40.0％ 25.8％ Ｒ1

実施計画
掲載ページ

Ｐ8 事　業　名 男女共同参画推進事業

目的及び事業内容

　すべての個人が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動
に参画する機会が確保され、均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受し、かつ共に責任を
担うべき社会を目指す「男女共同参画社会」の実現を図るため、女性人材育成事業、女性活躍推進事
業、子育て参加促進事業及び啓発事業（男女共創セミナー、男女共同参画基本計画進行管理等）を実施
する。

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 男女共同参画推進費

予
算
科
目

目 男女共同参画推進費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 4 節 誰もが平等に生きるための男女共同参画社会の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

10 政策・方針決定の場への女性の参画を推進する
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その他 一般財源

700,000 550,000 550,000

成果に係る評価

　じゃぱneeds塾や日本語教室は、多くの外国人住民にとって、言語や文化について学べる貴重な機会
であるとともに、家族や仕事関係者以外の人々と交流が持てる憩いの場にもなっている。
　今後においても、外国人住民が本市での生活に溶け込み地域の一員として生活できるよう、そして、
日本人住民の外国人に対する認識向上の推進のため、学びの場・交流の場の提供は不可欠であり、多文
化共生社会推進に向け、事業を継続していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

4カ国 19回

Ｒ3 24人 10カ国 38回 Ｒ3 28人 6カ国 24回

Ｒ2 16人 11カ国 25回 Ｒ2 29人

45人 16カ国 33回 Ｒ1 40人 4カ国 24回

Ｈ30 42人 15カ国 37回 Ｈ30 38人

成　　　　果

　じゃぱneeds（にーず）塾においては、オンライン開催であったからこそ、市街地から離れたところ
に住むベトナム人技能実習生も参加することができ、例年のじゃぱneeds塾では課題となる部分の解消
ができた。
　また、楽しい日本語教室においては、年度当初から開講できたものの、新型コロナウイルス感染症の
影響を受ける前に比べると、学習者数が少なくはあるが、徐々に回復してきている状況である。いも煮
会やクリスマスパーティーなどの交流会については、引き続き、新型コロナウィルス感染拡大防止の観
点から自粛した。

　楽しい日本語教室学習者数等

◆日本語教室（一般外国人対象） ◆日本語教室（技能実習生対象）

出身国数 開講回数

Ｈ29 30人 9カ国 39回 Ｈ29 21人 1カ国 22回

年度 学習者数 出身国数 開講回数 年度 学習者数

3カ国 23回

Ｒ1

日時 年間開講回数 登録者数

日本語教室
（一般外国人対象）

毎週月曜日 38回 10か国　24名

取　組　実　績

1．じゃぱneeds（にーず）塾の開催

　新型コロナウイルス感染拡大予防のため、開催を見合わせていたが、令和3年12月から4回、オンライ
ンでの日本語交流（日本語教室）を開催し、技能実習生（ベトナム人）と石巻専修大学学生（日本人）
が交流した。

　【オンラインで日本語交流 in 石巻（ＭＩＡ主催）】

　　開催時期　令和3年12月から令和4年2月まで（全4回）

　　参加者　　延べ40人（技能実習生　延べ26人・石巻専修大学学生　延べ14人）

　※「みんなで楽しく話しましょう」と題し、各回テーマに基づき、やさしい日本語で交流を行った。

2　外国人のための日本語教室開催等

　(1) 楽しい日本語教室の開催

教室

日本語教室
（技能実習生対象）

第2・4日曜日 24回   6か国　28名

　(2) 研修会・交流会の開催　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 国際交流推進費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 2 節 少子高齢化社会に対応する移住・定住の促進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

11 目 国際交流費 ( 2 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ11 事　業　名 日本語教室等開設事業

目的及び事業内容

　本市に居住する外国人同士、そして外国人と日本人との相互理解を深めるための交流の場を提供する
とともに外国人住民が本市に生活する上で必要な日本語、日本文化、風習等を学ぶ機会を提供し、外国
人住民が安心・安全に暮らせる多文化共生社会の推進を図る。
　外国人と日本人の交流の場として、日本文化等を楽しく学ぶ「じゃぱneeds（にーず）塾」を実施す
る。
　また、外国人を対象に日本語教室を運営している団体へ補助金を交付するほか、同団体との共催によ
り、各種事業を実施する。

国際社会に対応する安心な定住環境を整備する
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28,339

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

139,000 28,339

取　組　実　績

【イタリア・チビタベッキア市との交流事業】
　高校生海外研修事業（派遣）
　※新型コロナウィルス感染症の影響により中止
　
【中国・温州市との交流事業】
　第6回いしのまき復興マラソンへの温州市選手団の受入れ事業
　※新型コロナウィルス感染症の影響により中止（マラソン大会開催中止）

成　　　　果

【イタリア・チビタベッキア市】
　新型コロナウィルス感染症の影響により、交流事業の中止が余儀なくされた。しかしながら、チビタ
ベッキア市長からは、齋藤市長への就任祝いの親書を受領し、本市より、昭和46年の姉妹都市締結から
50周年となる時期に、齋藤市長からチビタベッキア市長へ親書を送付し、今後も継続的に交流を続けて
いく意思をお互いに示し合うこととなった。

【中国・温州市】
　新型コロナウィルス感染症の影響により、交流事業が中止となったが、温州市人民政府外事弁公室か
ら齋藤市長への就任祝いの書簡を受領し、今後も末永い友好関係を続けていくことが示された。

成果に係る評価

【イタリア・チビタベッキア市】
　高校生海外研修事業が、新型コロナウイルス感染症の影響により中止となり、代替事業としてオンラ
イン交流を企画していたが、チビタベッキア市側の調整が難しく、実施には至らなかった。今後、対面
交流の実施が難しい場合は、オンラインでの交流を実施したいと考えている。
【中国・温州市】
　温州市との交流事業も上記と同理由で中止となったが、温州市より打診のあった青少年交流事業等に
ついて協議の場を設け、どのような形で交流事業を再開するか検討が必要である。
 本事業を通し、両市の若い世代の相互理解を深め合うため、今後も継続して実施していく。

実施計画
掲載ページ

Ｐ11 事　業　名 国際姉妹都市・友好都市交流推進事業

目的及び事業内容

【イタリア・チビタベッキア市】
　両国及び両市への理解と交流を深めるとともに、両市を繋いだ先人の偉業と歴史を後世に継承する。
両市の将来を担う可能性豊かな子どもたちに異文化経験をする機会を与え、国際的な人材の育成を図
る。
【中国・温州市】
　両国及び両市への理解と交流を深めるとともに、議定書に基づき友好親善関係の促進を図り、両市の
活性化を目指す。

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 国際交流推進費

予
算
科
目

目 国際交流費 ( 3 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 1 節 共生型社会に向けた地域コミュニティ活動活性化の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

11 友好都市等との交流を推進する
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その他 一般財源

886,000 844,536 394,768 449,768

成果に係る評価

　相談件数のうち多くはベトナム人技能実習生からの相談であったが、入国制限が緩和された際には、
他の国からの外国人技能実習生の転入も増加する見込みであることから、本窓口の開設事業を継続して
いく必要がある。
　今後も本窓口についての周知を強化しながら、外国人住民への丁寧かつ適切な対応を心掛け、意思疎
通が図れず、不便な思いをすることがないよう努めていく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

98％ 64％ 136％ 186％

実績 48件 49件 32件 68件 93件

成　　　　果

　新型コロナウィルスの影響により、出入国が制限されたことから、市内在住外国人の人数は減少傾向
にあるものの、令和2年度中に外国人住民に対し、本窓口のチラシを個別郵送したことや、外国人同士
の口コミなどにより、相談件数の増加に繋がったものと考えられる。
　また、多言語映像通訳アプリ「みえる通訳」導入により、相談員の不在時や、これまで対応できな
かった言語でも相談を受けることができた。

　　　　　【市内在住外国人の状況】

年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

目標 50件 50件 50件 50件 50件

　　　　　【外国人相談件数】

年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

達成率 96％

その他 合計件数

件数 10件 57件 4件 4件 2件

人数 1,044人 1,242人 1,313人 1,358人 1,205人

4　国別相談件数

国名 中国 ベトナム 韓国 米国

取　組　実　績

1　開設状況　　(1) 火曜日：中国語（中国人通訳）

　　　　　　　 (2) 木曜日：ベトナム語・英語（ベトナム人通訳）

               (3) 月～金曜日：日本語・英語・中国語・韓国語・タガログ語・ベトナム語・

                               ネパール語・ロシア語・タイ語・ポルトガル語・インドネシア語・

　　　　　　　　　　　　　　　 フランス語・ヒンディー語・スペイン語（職員対応）

2　開設場所　　復興政策部地域振興課内

3　相談内容　　(1) 行政手続きに係る通訳及び補助

　　　　　　　 (2) 生活全般に係る相談

　             (3) その他の相談（日本語教室についてなど）

5件 11件 93件

5　相談窓口の周知

　 市内商業施設3か所に、1年を通して本窓口の周知ポスター等を掲示した。

　 市内の日本語教室にてチラシの配布を配布した。

フィリピン カメルーン

担　当　課 復興企画部地域振興課 中　事　業 国際交流推進費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 2 節 少子高齢化社会に対応する移住・定住の促進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

11 目 国際交流費 ( 2 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ10 事　業　名 外国人相談窓口開設事業

目的及び事業内容

　本市に暮らす外国人が安心して生活できるよう、また地域住民の一員として日本人住民と共生できる
よう支援することを目的とし、市内在住の外国人住民を対象に、外国人相談窓口を平日9時から17時ま
で開設する。外国人相談員のほか、多言語映像通訳アプリ「みえる通訳」導入により、13言語への対応
が可能となっている。
　本窓口では、庁舎内での各種手続きのサポートを始め、市政情報の提供、市民生活全般にわたる相談
に対応するとともに、専門相談機関の紹介等を行う。

国際社会に対応する安心な定住環境を整備する
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1

春の交通安全運動

夏の交通事故防止運動

秋の交通安全運動

夕暮れ時の交通事故防止運動

石巻市交通安全大会

冬の安全運転1・2・3運動

年末の交通事故防止運動

2

成　　　　果

　春季及び秋季の交通安全運動など、石巻市交通安全都市推進協議会等の関係機関・団体との連携によ
り、交通事故防止や飲酒運転根絶、交通安全意識の高揚が図られた。また地域の実状・要望に応じ、の
ぼり旗や交通安全啓発看板等を設置し、さらに各種広報活動をすることにより、安全安心な交通社会へ
の実現に寄与した。

成果に係る評価

　新型コロナウイルス感染症感染症対策を図りながら交通安全指導隊による学校等での交通安全教室を
31回開催し、交通安全意識の高揚を図った。
　交通事故は年々減少傾向（石巻市Ｒ2：267件、Ｒ3：209件）にあるが、令和3年度は歩行者、自転
車、子供、高齢者とすべての区分の死傷者割合が県平均を上回った。また、飲酒運転根絶に向けた活動
をしているが、令和3年度は前年より飲酒運転事故が2件増加（3件発生）しており、交通事故防止及び
飲酒運転根絶の達成に向け、啓発活動を今までより頻繁にしていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

3,300,000 3,300,000 500,000 2,800,000

2/22 飲酒運転根絶広報 新聞掲載

3/22 飲酒運転根絶広報 新聞掲載

12/22 飲酒運転根絶広報 新聞掲載

1/22 飲酒運転根絶広報 新聞掲載

警察署・交通事故被害者からの講和

12/1～2/28 市報掲載による広報

12/1～12/31 交通安全指導隊等による街頭指導

12/14 年末の飲酒運転根絶キャンペーン 市内2店舗で啓発活動

12月下旬 飲酒運転根絶啓発チラシの作成配布 全戸配布による周知活動

9/21～9/30 秋の交通安全運動に伴う飲酒運転根絶活
動

市報・市ホームページ掲載による広報

12/4～12/31 飲酒運転根絶広報 市役所2階電子掲示板による広報

7/21～8/20 市報掲載による広報

9/21～9/30 交通安全キャンペーンの実施
広報車による広報活動
※交通安全指導隊等による街頭指導は中止

10/1～1/31 市報掲載による広報

取　組　実　績

各種交通安全運動として下記の事業を実施した。

日　程 事　業　名 事　業　内　容

4月上旬 新入生児童に対する交通事故防止活
動

ランドセルカバー、黄色い帽子の配布

4/6～5/15 交通安全キャンペーンの実施
広報車による広報活動
※交通安全指導隊等による街頭指導は中止

飲酒運転根絶活動として下記の事業を実施した。

日　程 事　業　名 事　業　内　容

4/6～4/15 春の交通安全運動に伴う飲酒運転根絶活
動

市報・市ホームページ掲載による広報

11/28

担　当　課 市民生活部地域協働課 中　事　業 交通安全対策費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

14 目 交通安全対策費 ( 3 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ21 事　業　名 交通安全推進事業

目的及び事業内容

　歩行者・運転者等へ交通安全意識の高揚を図り、交通安全運動の励行や飲酒運転の根絶を目指し、交
通事故の撲滅を図る。
　広く市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付
けるために警察機関、交通安全指導隊、交通安全母の会等の関係団体と連携し、各種行事等の開催やパ
トロール活動、周知活動、広報活動を推進し交通事故防止に寄与する。

消防機能・交通安全を推進する
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予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

286,000 285,200

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により
中止

74人
住吉中学校

2学年

成果に係る評価

　平和記念式典等への中学生派遣事業については、令和3年度は中止となったものの、これまでに参加
した中学生は、式典への参列や広島平和記念資料館の見学を通して、改めて平和の尊さを学び、文化祭
等で、研修内容や実際に見て感じた戦争の悲惨さ、平和に対する思いなどを発表し、家族や友人等、広
く市民に対して啓発活動を行っている。
　被爆体験者による講話については、戦争の真の恐ろしさ、二度と戦争を起こしてはならないという平
和への心からの思いに触れることのできる貴重な機会となっており、戦争や平和を自身に関係のあるこ
ととして認識し直すきっかけとなっている。
　非核平和の啓発や恒久平和に貢献できる人材の育成及び戦争の悲惨さを後世に伝えるためにも、平和
記念式典の開催状況や新型コロナウイルス感染症の状況を注視しながら、事業を実施する必要がある。

285,200

※Ｒ2及びＲ3は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、平和記念式典の参列者席が大幅に縮減

　されたことから、平和学習用の席が設けられなかったもの。

実施校
目標値 実績値

Ｒ1 9人 9人 100％ 190人
万石浦中学校

全学年

Ｒ2 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止

Ｒ3

　 　講話いただいた。

成　　　　果

　令和3年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、平和記念式典等への中学生派遣事業を中
止した。

区分

平和記念式典等への中学生派遣事業 被爆体験者講話

成果指標：研修参加人数
達成率等 講話参加人数

取　組　実　績

1　平和記念式典等への中学生派遣事業

　   新型コロナウイルス感染症拡大の影響により事業を中止した。

  　【参考】例年の実施内容

　　　日　　程：8月5日～7日

　　　研 修 先：広島市

　　　対 象 者：市内中学生（市内各中学校から1名）

　　　研修内容：平和記念式典への参列、被爆体験者講話の聴講、広島平和記念資料館の見学　等

2　被爆体験者講話

　　 市内1中学校を会場として、オンライン形式により被爆体験者に自身の被爆体験、平和への思いを

実施計画
掲載ページ

Ｐ20 事　業　名 非核平和推進人材育成事業

目的及び事業内容

　市の将来を担う中学生を対象として、核兵器が人類に及ぼした悲惨な現実と平和の尊さを学ぶことを
目的に、広島市が主催する平和記念式典への参列などを行う中学生派遣事業及び市内中学校における原
爆被爆者を講師とした被爆体験者講話を実施し、恒久平和に貢献する人材の育成を図る。

担　当　課 総務部総務課 中　事　業 非核平和都市推進費

予
算
科
目

目 諸費 ( 1 )

豊かな心を育みいのちを未来につなぐまち

1 項 総務管理費 第 2 節 社会を生き抜く力を育てる学校教育の充実

2 款 総務費
総
合
計
画

第 5 章

25 学校教育の充実を図る
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円

円

円

円

円

円

円

円

その他 一般財源

6,500,000 5,291,000 5,291,000

成果に係る評価

　地域における防犯活動の推進を図るため、石巻市防犯灯維持管理等補助金交付要綱に基づき事業を実
施した結果、防犯灯ＬＥＤ化促進策としての防犯灯交換費補助金交付件数については、目標値632灯の
ところ実績は65灯となり10％の達成率に止まった。（令和2年度は165灯分）
　令和3年度の交換費補助金申請件数は前年度と比較すると減少している。前年度までの累積交換灯数
の増に伴い、漸次的に申請数が減少することが原因として考えられるが、未申請町内会等へのさらなる
周知が必要である。
　今後も、町内会等で維持管理を行っている防犯灯（蛍光灯残2,301灯）についてＬＥＤ化を促進する
ため、事業を継続する必要がある。また、新規設置費補助金及び電気料金補助金についても、町内会等
の負担軽減策として、防犯灯ＬＥＤ化と併せて事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

632灯 65灯 10％

防犯灯電気料金補助金 － 2,039灯 －

防犯灯電気料金補助金 － 2,029灯 －
成　　　　果

　町内会等の負担軽減と夜間における安全性の確保、犯罪防止に寄与し、地域住民の安全と安心の向上
が図られた。

補助金交付対象灯数

区分 補助金種別
成果指標

達成率
目標値 実績等

Ｒ2

Ｒ3

防犯灯新規設置費補助金 － 9灯 －

防犯灯交換費補助金

防犯灯新規設置費補助金 － 9灯 －

防犯灯交換費補助金 632灯 165灯 26％

防犯灯電気料金補助金 115件 2,427,000

合計 137件 5,291,000

合計 155件 9,340,000
取　組　実　績

　「石巻市防犯灯維持管理等補助金交付要綱」に基づき、町内会等が維持管理運営する防犯灯の経費に
対して補助を行った。

補助金交付実績

区分 補助金種別 交付件数 補助金額

Ｒ2

防犯灯新規設置費補助金 6件

Ｒ3

防犯灯新規設置費補助金 6件 540,000

防犯灯交換費補助金 16件 2,324,000

575,000

防犯灯交換費補助金 32件 5,813,000

防犯灯電気料金補助金 117件 2,952,000

担　当　課 市民生活部地域協働課 中　事　業 防犯関係費

予
算
科
目

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 3 節 安心して暮らすための地域防災力などの向上

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

25 目 諸費 ( 3 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ23 事　業　名 防犯灯普及事業

目的及び事業内容

　町内会等で維持管理を行っている防犯灯のＬＥＤ化を促進するため、新規設置費、交換費及び電気料
金に対して補助金を交付することにより町内会等の負担を軽減し、地域における防犯活動の推進を図
る。

消防機能・交通安全を推進する
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東日本大震災石巻市追悼式

(4) 衆議院議員、宮城県知事及び石巻市議会議長から追悼の辞をいただいた。

(5) 遺族代表者の献花に引き続き、市長及び来賓者の献花を行った。

(6) 本会場では、追悼式典開催時間の前後に一般参列者の献花を受け付けた。

(7) 各会場において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策に努めた。

人

人

人

人

人

人

人

計 人

　　　　牡鹿保健福祉センター 178

1,813

成果に係る評価

　東日本大震災により、3,000人を超す方々の尊い命が奪われ、未だ多数の方が行方不明となってお
り、震災の犠牲となられた方々に哀悼の意を捧げるとともに、復興の完結に向け、着実に歩みを進めて
きた本市の姿を示すため、今後も継続して本事業を実施する。
　なお、令和5年度以降については、国、県及び他市町の開催状況や財源を踏まえ、式典会場や実施規
模等の見直しを検討しながら進める必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

11,255,000 9,474,042 9,474,042

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

138

　　　　遊楽館 127

　　　　桃生総合支所 106

　　　　北上総合支所 141

(3) 市長式辞終了後にシンガーソングライターによる献歌を行った。

成　　　　果

　石巻市慰霊碑を本会場として、市主催の追悼式を開催することにより、震災の犠牲となられた方々に
対し、本市としてより深く哀悼の意を捧げることができた。
　また、国、県及び市が整備した石巻南浜津波復興祈念公園内において、追悼式典を開催したことによ
り、本市が復興の完結に向け、着実に歩みを進めている姿を市内外に示すことができた。

〈参列者数〉

本会場　石巻市慰霊碑 1,039

献花場　河北総合センター 84

　　　　雄勝総合支所

取　組　実　績

　石巻市慰霊碑を本会場として追悼式典を開催したほか、市内6か所に祭壇及び献花台を設置し、本会
場とともに献花を受け付けた。

1　日時　令和4年3月11日（金）　午前8時30分～午後5時　※本会場のみ午後2時30分～午後5時

2　場所　石巻市慰霊碑ほか市内6か所

3　概要

(1) 本会場を石巻市慰霊碑に変更し、追悼式典を開催した。

(2) 石巻市慰霊碑及び市内6か所の各献花場（祭壇及び献花台を設置）において、献花を受け付
けた。

実施計画
掲載ページ

Ｐ19 事　業　名 東日本大震災犠牲者追悼式〔復興基金〕

目的及び事業内容

　東日本大震災の犠牲となられた方々に対し、哀悼の意を捧げるとともに、夢や希望の持てる新しい石
巻市としての復興、再生、発展を遂げていく決意を示すため、市主催の追悼式を開催するもの

担　当　課 総務部震災伝承推進室 中　事　業 東日本大震災犠牲者追悼式関係費

予
算
科
目

目 諸費 ( 1 )

住民同士の絆・支え合いで安全安心に暮らせるまち

1 項 総務管理費 第 6 節 未来につなぐ震災伝承の推進

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

25 震災伝承を推進する
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予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

982,083,180 970,820,980 790,127,000 180,693,980

Ｒ3 100.0％ 100.0％

成果に係る評価

　震災遺構門脇小学校及び大川小学校の施設整備については、関係者と協議を十分に行い、年度内に完
成することができた。
　震災遺構大川小学校は、令和3年7月18日に開場式を行い、震災遺構門脇小学校は、令和4年3月30日に
開館式を行った。
　震災遺構の整備が完了となり、今後、東日本大震災の事象と教訓、復旧・復興への思いを後世に伝え
るため、施設の活用を図っていく。

100.0％ 70.0％

Ｒ1 70.0％ 50.0％

取　組　実　績

　令和2年度実績
1　震災遺構門脇小学校整備
　　・整備工事着手（建築・電気設備・機械設備・外構一括発注）　　・展示工事
2　震災遺構大川小学校整備
　　・建築工事完了:令和3年3月　・電気設備工事完了:令和3年3月　・機械設備工事完了：令和3年3月
　　・展示業務着手　　　　　　　・外構工事
　令和3年度実績
1　震災遺構門脇小学校整備
　　・整備工事完了:令和4年3月　・展示工事完了:令和4年3月
2　震災遺構大川小学校整備
　　・展示業務完了:令和3年7月　・外構工事完了:令和3年7月

成　　　　果

　震災遺構整備方針に基づき、事業の進捗を図った。

【事業の進捗】

区分
事業の進捗率

目標値 実績等

Ｈ29 10.0％ 2.0％

Ｈ30 30.0％ 15.0％

Ｒ2

実施計画
掲載ページ

事　業　名 震災遺構整備事業〔復興交付金〕〔復興基金〕

目的及び事業内容

　東日本大震災による深い傷跡、悲しみの記憶及び震災を通じて得た記憶を風化させることなく後世に
伝えるため、旧門脇小学校及び旧大川小学校を震災遺構として整備する。

担　当　課 総務部震災伝承推進室 中　事　業 震災遺構整備事業関係費

予
算
科
目

目 東日本大震災関係費 (  )

1 項 総務管理費 第  節

2 款 総務費
総
合
計
画

第  章

26

- 35 -



※Ｒ3はマイナンバー業務の増加により、会計年度任用職員配置目標人数の修正を行い、会計年度任
用職員を増員した。（13人中マイナンバー業務担当7人）

49,426,080

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

49,427,000 49,426,080

106％

3　会計年度任用職員配置数

成果に係る評価

　民間委託をすることで職員の削減を進めているところであるが、マイナンバー交付推進などにより、
職員の業務がさらに増加していることで大幅な削減には至っていない。
　しかし、増加している業務量等を考えると、民間委託をしたことで窓口業務の繁忙期にも人員が確保
され、窓口には常に適切な人数の従事者が配置されることにより、窓口業務の停滞を防げた。
　今後も委託可能な業務を精査しつつ、さらに安定したサービス提供のため委託先事業者と連携し、業
務の効率化などに努める。

Ｈ31年4月（委託前） ― 26人 ―

Ｒ2 6人 11人 55％

Ｒ3 9人 13人 69％

2　職員配置数

配置目標人数 配置実数 達成率

Ｈ31年4月（委託前） ― 22人 ―

Ｒ2 19人 18人 106％

Ｒ3 19人 18人

Ｒ2 6業務 6業務 100％

Ｒ3 6業務 6業務 100％

目的及び事業内容

　市民課窓口業務の一部を専門知識を有する民間業者に委託することにより、窓口業務の効率化及び市
民サービスの向上を図るとともに、職員及び会計年度任用職員を削減する。

取　組　実　績

石巻市市民課窓口業務民間委託事業
1　委託先　　㈱ＮＴＴネクシア　東北支店
2　委託期間　令和元年8月1日～令和4年7月31日　3年間
3　委託料　　令和3年度　49,426,080円（総額148,130,192円）
4　委託業務内容
　(1)　証明書発行窓口業務　　　　　(2)　印鑑登録業務
　(3)　公用、郵送請求業務　　　　　(4)　住基異動入力処理業務
　(5)　マイナンバーカード業務　　　(6)　フロア案内業務

成　　　　果

　民間委託により、繁忙期や昼休憩などで人手不足となりやすい時間帯にも人員が確保されており、窓
口には常に適切な人数の従事者が配置され、窓口業務の効率化及び市民サービスの向上が図られた。
　また、職員の窓口業務への負担が軽減され、マイナンバー業務など担当業務に集中して取り組むこと
ができた。

1　委託業務数

区分
成果指標

達成率

配置目標人数 配置実数 達成率

目標値 実績等

実施計画
掲載ページ

Ｐ37 事　業　名 窓口業務民間委託事業

市民の声が共鳴し市民と行政が共に創るまち
予
算
科
目

市民サービスの利便性の向上を図る

担　当　課 市民生活部市民課 中　事　業 窓口証明関係費

3 項 戸籍住民基本台帳費 第 1 節 市民に寄り添い信頼される行政運営の推進

1 目 戸籍住民基本台帳費

2 款 総務費
総
合
計
画

第 6 章

( 4 )
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